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おわりに

はじめに

1991年3月の土地税制の改変により 3大都

市圏特定市(196市)の市街化区域内農地は、

1992年末までに都市計画にもとづいて「保全

する農地J (以下「保全」農地)と「宅地化

する農地J (以下「宅地化」農地)に区分さ

れることになった。新都市計画去 (1968年6

月制定)による線引き制度の発足により市街

化区域と市街化調整区域が設定されて 20年

余りになるが、今回の「区分化措置」により

「保全」農地かあるいは「宅地化」農地かを

めぐって都市農家は新たな選択が迫られるこ

とになった。

「保全」農地とは、市街化調整区域への編

入(i穴ぬき逆線引きJ)によるか、それと

も改正生産樹也制度(1991年4月制定)にも

とづく生産緑地地区の指定かのどちらかで、

都市農家がこれらを希望しなければ、農地は

すべて「宅地化」農地に位置づけられる。 3

大都市圏の生産緑地地区指定申請状況(1992 

年5月建設省調べ)をみると申請率は 32.1%

であるから、このまま推移すると市街化区域

内農地面積の約7割が「宅地化」農地となる

と予想される。 1992年 11月に都市計画の手

続きが完了した大阪府では、生産駒世地区の

指定率は 40.9%であるから、「宅地化」農地

は市街化区域内農地面積の6割を占めること

となる。

もとより市街化区域内農地は、都市計画上

での経過的存在として位置づけられ、市街化

の対象とみなされていた。とりわけ、住宅間
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題の深刻化を背景に、市街化区域内農地は住

宅・宅地供給源の役割を担わされてきたので

ある。

このような経過からすれば、税制改変とと

もに改正生産車部也制度によって、一方では都

市計画のなかに今般はじめて農地の存在を認

知するという措置がとられることになったわ

けであるが、他方で認知されない「宅地化」

農地には「計画的」な利用転換による住宅・

宅地供給の促進強化が要請されている。 r宅

地化」農地には従来からの認識に変化はない

のである。

本稿の目的は、この「宅地化」農地をとり

あげ、大阪府の事例をもとにこの農地をめぐ

る諸問題について考察することにある。考察

にあたり、つぎの3点を課題とする。まず第

1に、市街化区域内農地の利用転換(農地転

用)動向から、農地が宅地化される傾向的特

徴を浮き彫りにするとともに、この利用転換

等を通じて変化している都市農家の特質を明

らかにする。第2には、 「区分化措置」によ

る「宅地化」農地とはいかなる政策・制度的

位置づ付にある農地なのかを検討し、この「宅

地化」農地を多数の都市農家がなぜ選択した

のか、調査結果を踏まえてその選択の論理を

明らかにしたい1)。そして第3に、都市農家

が「宅地化」農地をどのように利用しようと

しているのか。調査結果を踏まえてこれを明

らかにし、併せて「宅地化」農地の利用をめ

ぐりとりわけ重要と思われる住宅・宅地供給

と生産緑地の保全という 2つの問題に焦点を

絞って考察するものである。

1.市街化区域における農地の利用転換

動向と都市農家の特質

-54-

(1)大阪府にお付る土地利用の変化と

市街化区域内の農地問題

戦後わが国経請の高度成長は、太平洋ベル

トに位置する諸都市、なかんずく大都市への

人口集中と工業・商業部門の産業集積をもた

らした。この過程は工業用地、商業用地をは

じめ公共用地や住宅用地といった土地需要を

増大させ、これが都市周辺部にも波及・拡大

し、これら諸都市は急激な膨張を遂げた。こ

のため大都市地域においては地価の上昇と過

密化、住宅難、公害、交通難、生活環境破壊

といった都市問題・土地問題を深刻化させた

にとどまらず、大都市周辺部においても単発

的・分散的開発と無秩序な市街化によって、

農地と宅地が混在するいわゆるスプロール化

が進み、土地利用をめぐる混乱が生じている。

都市の膨張と拡散は、農林業的土地利用と都

市的土地利用の対立を激化させながら、農地

や林地の急速なかい廃が進行しているといっ

てよい。

まずはじめに大阪府における土地利用の変

化と特徴を確認しておく。表1は、大阪府下

における土地利用の推移をみたものである。

1965年の数値では、大阪府面積の約6割を占

めていた農用地と森林・原野は、わずか5年

後の 1970年には約5割となった.これにたい

して住宅や道路といった都市的土地利用の急

増がみられるが、これらの増加は主として農

用地と森林・原野のかい廃によるものである

ことは明らかである。とくに新都市計画法下

の「線引き」が実施された 1970年以降の農用

地の減少は著しい。 1990年の数値での農用地

面積は 18，081ha、もはや府域面積の 10%に

も満たない存在になったのである。

これに比べて、宅地面積では 1990年には

56，379ha、これは大阪府面積のおよそ3割、
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表1 .:tl也利用の推移(大阪府)
単位:ha、( )内は%

19邸年 1970年 1980年 :990年

農用地 38，135 ( 20.7) 29，903 ( 16.1) 21，897 ( 11.7) 18，凶1( 9.6) 
森林・原野 68，074 ( 37.0) 66，2ω( 35.7) 58，991 ( 31.7) 59，418 ( 31.6) 
宅 地 30，677 ( 16.7) 44，238 ( 23.9) 46，153 ( 24.7) 56，379 ( 29.9) 
道 路 8，関口( 4.7) 10，506 ( 5.7) 13，357 ( 7.2) 14，779 ( 7.8) 
水面等 8，倒9( 4.7) 8，504 ( 4.6) 8，160 ( 4.4) 10，032 ( 5.3) 
その他 29，772 ( 16.2) 31，844 ( 17.2) 37，858 ( 20.3) 29，関5( 15.8) 
計 183，997 (100.0) 185，405 (100.0) 186，416 (100.0) 188，384 (100.0) 

注:-1)了雇用地」は農地・採草放和也、 「宅地」は住宅地・工業用地・事務所・庖舗等、
「その他」は合計面積から「農用地」、 「森林・原野」、 「宅地」、 「道路」、
「水面等」を差し引いた面積である。ただ大阪府の場合は、 「農用地」とはほぼ
農地で、 「森林・原野Jも大半が森林である。
2)大阪府土木部認べによる。

すでに森林・原野面積と肩を並べるにいたる。

さらに、これに道路を加えた都市的土地利用

は大阪府面積の約4割にも達している。この

ような土地利用の顕著な変化は、急激な都市

化、工業化の進展とそれに伴う農地を中心と

したかい廃がいかに識しく進行したのかを物

語るものといえよう。

都市的土地利用の増大は、主に農地の利用

転換すなわち農地転用によるものである。大

阪府で農地転用量が急増したのは高度経清成

長期のとくに 1960年以降で、この時期の農地

転用面積は年間 1，000haを超え、この水準は

1973年頃まで続いた。この過程で大都市にお

ける都市問題・土地問題が顕在化し、深刻化

した。

こうしたことを背景に、都市の健全な発展

と秩序ある整備を図るとして登場したのが新

都市計画法であり、同法の制定・施行は、そ

の後の大阪府の土地利用のあり方にも重大な

影響を及ぼした。

新都市計画法は、整備、開発、保全する必

要のある区域を都市計画区域に一体的に指定

し、その区域を市街化区域と市街化調整区域

に区分し、これらの区域を開発・保全するこ

とを目的としている。市街化区域は既成市街

地およびおおむね 10年以内に優先的かつ計

属品

画的に市街化を図るべき区域とし、市街化調

整区域は市街化を抑制すべき区域とした。こ

れにもとづいて大阪府でも「線引き」が実施

された。その結果、大阪府の都市計画区域と

は、同府面積 185，405haのうち 92%にあたる

170，944ha、このうち市街化区域は 86，1田ha

であるから、府域面積のおよそ半分にもおよ

んだ(1970年6月)。これによって、大阪府

下の農地 (33，800ha)の 42.6%にあたる

14，400haが市街化区域に組み込まれた幻。

このように、大阪府の農地の4割という膨

大な農地が市街化区域に編入されることにな

った原因は、農地の利用転換の規制がかから

ないといったことから農家サイドの願望も背

景にあったにせよ、高度経済成長の延長によ

る都市の肥大化を過大に予測したことにも起

因する。ちなみに、その当時、 1985年の大阪

府人口予測として 960万人を見込んでいたが、

実際には 870万人で、約 90万人の大幅な誤差

が生じているのである3¥その結果、実際に

必要な農地転換よりもかなり多めな転用計画

が見積られ、市街化区域内に過大な農地が取

り込まれたと言わなければならない。

ここで、市街化区域内農地の基本的問題と

は、要点をつぎのように整理しうる。その第

1は、区域区分にもとづく「線引き」によっ

phu 
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て市街化区域が広範囲に設定され、それに応

じて過大な農地が同区域内に編入されたこと

である。このことは現在でも府下で 6，000ha

以上の市街化区域内農地が残存していること

からみて明らかである。第2には、市街化区

樹旨定の段階で、農地法の基本ともいうべき

農地の転用規制=r許可制」が、市街化区域

においては「届出制」に改変されたというこ

とである。農地転用規制がめざす「農地その

ものの維持・防衛と農業の確立そのものを保

障しているという役割」からみて、これは農

地行政にとって重大な後退ともいうべき改変

であった4¥この改変とともに自由な土地市

場が広範に展開した。宅地のみならず、売却・

利用転換が「自由」な市街化区域内農地は、

都市の土地市場に直接包摂されることになっ

たのである。さらに第3は、 「線引き」が完

了した数年後、今度は土地・住宅政策の有効

手段として農地の宅地並み課税が実施された

ことである。ただし、これについては当事者

である農家および、農業諸団体の反対運動と、

地方自治体等の理解によって、課税「還元制

度Jが生まれ固定資産税の軽減がはかられ、

その後も地方税法の改正にもとづく「減額制

度」、さらには「長期営農継続農地制度」へ

と税の軽減が引き継がれた。この措置によっ

て、一定要件のもとで営農意欲がある都市農

家は重税から免れたのであるが、いずれにせ

よ都市のなかでもとりわけ市街化区域内農地

を所有する農家は、絶えまない都市圧と営農

諸条件の悪化に悩まされることになったので

ある。

(2)市街化区域内農地の利用転換動向

とその特徴

それでは、農地を都市的土地利用に転換す

戸
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る方法とそれがどのような用途に利用されて

いるのか、農地転用データからみていくこと

にする。これに関わる表は、線引きが実施さ

れた 1970年の翌年(1971年)を起点としてお

り、必要な限り 1970年以前の転用動向およ

び市街化区域外の動きについても触れること

とする。

ここで「農地転用」とは農地を農地以外の

利用に転換する行為であるが、農地法では転

用主体によって農地法第4条にもとづく転用

(以下:4条転用)と、同法第5条にもとづく

転用 (5条転用)に区分される。前者は農地

所有者が自ら農地を利用転換するもので、一

般的に「自己転用」ともいわれ、後者は農地を

もたないものが農地の買い受け、借り受け等

により他の用途に利用転換するものである。

両者とも都市的土地利用への転換という行為

からみれば同じではあるが、開発主体の違い

とともに、その経済的性格も大きく異なって

いる。

また「届出不要」とは、主に公共転用であ

る。国や地方公共団体が権利を取得して転用

する場合や土地収用法により収用しその目的

に転用する場合などで、その性格は5条転用

と同質のものといってよい。この他に農家の

2a未満の農業用施設転用も農地法で、は「届

出不要」となっている。

まず転用区分別の市街化区域内農地転用面

積の推移をみよう。表2から主な特徴点を述

べるとつぎのとおりである。

1971年から 1991年にかけて大阪府全転用

総量は 12，948haで、あり、このうち市街化区域

内が 10，641ha(82.2%)と大半を占めている。

この期間の農地転用は主に市街化区域内とい

ってよい。転用区分別では5条転用が最も多

く、転用面積のおよそ半分近い 46.9%を占め

る。また4条転用は 36.0%、届出不要分(う
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表2 転用区分別市街化区域内農地転用面積の推移(大阪府)
単位:ha、( )内は%
大阪府全都司面積

農地法第4条 農地法第5条 届出不要分 市街化区域内合計 (A) 市街化区
うち公共関係 (B) 域内(B/A)

1971年 235 ( 20.1 ) 7ω( 60.9 ) 221 ( 19.0 ) 195 ( 16.7 ) 1165 ( 100.0 ) 1337 ( 87.1 ) 
1972年 233 ( 22.3 ) 646 ( 61.8 ) 167 ( 15.9 ) 162 ( 15.5 ) 1046 ( 100.0 ) 1186 ( 88.2 ) 
1973年 299 ( 24.3 ) 649 ( 52.8 ) 282 ( 22.9 ) 257 ( 20.9 ) 1230 ( 100.0 ) 1433 ( 85.9 ) 
1974年 276 ( 40.4 ) 270 ( 39.5 ) 138 ( 20.1 ) 123 ( 17.9 ) 684 ( 100.0 ) 803 ( 85.2 ) 

1199 7756年年 11m80((-3371t.8賢1) 223ω0((3483..07) ) 172 ( 29.1 ) 18666((2188..01) ) 549707((lloooo--O0) ) 720 ((8841..90) ) 89 ( 18.5 ) 568 
1977年 168 ( 40.1 ) 197 ( 47.2 ) 53 ( 12.6 ) 51 ( 12.1 ) 418 ( 100.0 ) 507 ( 82.4 ) 
1978年 151 ( 34.8 ) 196 ( 45.2 ) 87 ( 20.0 ) 65 ( 14.9 ) 435 ( 100.0 ) 5ω ( 85.4 ) 
1979年 173 ( 34.8 ) 263 ( 52.7 ) 63 ( 12.5 ) 57 ( 11.5 ) 499 ( 100.0 ) 578 ( 86.3 ) 

1199 8801年年 11m34((-S38L.里2-l) 119473((4471..98) ) 6875((1196..20) ) 6閃1((1184..96)) 434121((lloooo--O0) ) 
516 
((7797..77) ) 

439 
1982年 139 ( 41.0 ) 149 ( 43.8 ) 52 ( 15.2 ) 45 ( 13.2 ) 340 ( 100.0 ) 441 ( 77.0 ) 
198託手 127 ( 39.5 ) 141 ( 43.7 ) 54 ( 16.8 ) 41 ( 12.7 ) 322 ( 100.0 ) 438 ( 73.6 ) 
1984年 131 ( 31.8 ) 125 ( 30.5 ) 155 ( 37.7 ) 22 ( 5.4) 411 ( 100.0 ) 504 ( 81.6 ) 

1199885群年手-11段301(449Ht.E6I)-113185((4443..86) ) ー--m15-1(-1R5t.571)- 1191((46..00) ) 321631((lloooo--OO) ) 
405 
((7767..73) ) 

340 
1987年 185 ( 53.3 ) 150 ( 43.1 ) 12 ( 3.6) 8 ( 2.4) 347 ( 100.0 ) 421 C 82.2 ) 
1988年 179 ( 53.6 ) 135 ( 40.2 ) 21 ( 6.2) 16 ( 4.8) 335 ( 100.0 ) 432 ( 77.5 ) 
1989年 193 ( 55.6 ) 133 ( 38.3 ) 21 ( 6.1) 20 ( 5.9) 346 ( 100.0 ) 466 ( 74.4 ) 

1199 99 01年年 ..221ω4-L(6卯6t.E1i)-18133((3261..92) ) 2256((77..93) ) 2126((47..40) ) 一一員31ミ7L(1lqoqoJ-0}) 
459 
((7771..02) ) 

444 
言十 3834~ 4991 ( 46.9 ) 1815 ( 17.1 ) 1506 ( 14.1 ) 10641 ( 100.0 ) 12948 ( 82.2 ) 
注:1)市街化区域内農地転用の届出制は 1970年6月 20日からで、区分の関係で表には掲げられなかったが、 1970年
分の農地転用面積(届出)は農地法第4条 85ha，農地法第5条 259haである。
2)農称水産大臣許可に係る市街化区域内農地転用分は含めていない。また、四捨五入の関係て:-fiJ司区分の計は
市街化区域内合計と必ずしも一致しない。
3) r届出不要分」とは国有農地・開拓農地、国・大阪府・市町村、土地開発公社、土地収用法・都市計画事業
施行者・土地改良事業・土地区画整理事業によるもの、および2a未満の農業用施設等によるものの転用分
である。「公共関係」とは、そのうち公共に関わる転用である。

4) r大阪府における農地動態調査J (大阪府、各年)より作成。

ち公共関係)は 17.1%(14.1%)である。この

ように、この間の市街化区域内の農地転用は、

量的には5条転用や届出不要といった農家以

外の、いわば開発サイドの主体による土地利

用転換が多かったのである。なお、 5条転用

のなかには土地の所有権を保持しながら賃貸

転用する場合も見受けられるが、統計では判

別できない。

農地転用面積は 1974年以降急速に減少し、

1980年代に入るとほぼ横ばい傾向がつづいて

いる。ここ数年をみるなら、大阪府の農地転

用総面積は 400ha台で、このうち市街化区域

内は 300ha台で推移している。ただ、大阪府

全転用量に占める市街化区域内のウエイトが

1980年代になって低下しているが、これは市

街化区域内農地転用価格の上昇と開発対象農

地としての市街化区域内農地の絶対量の減少

によるもので、地価が相対的に安いとされる

市街化調整区域に都市的土地需要が傾斜して

きているためであると考えられる。ちなみに

大阪府平均の市街化区域内農地(田)の転用

価格(住宅用地・ 3.3nf当たり)は、線引き当

時の 1970年は7万円、 1975年に 20万円台に

上昇し、 1980年代前半は30万円台で推移し落

ち着きをみせたかに思われたが、 1987年にな

ると急上昇して 43万円に、その後も高騰し

1988年 66万円、 1989年 74万円、 1990年には

106万円とついに 100万円台を突破した5)。

住宅用地として勤労者には到底手が届かない

地価となったのである。

ここで注目されるのは市街化区域内の農地

転用面積にみられる転用主体の変化で、ある。
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転用の動向を示したものである。この表から

つぎの諸点を指摘で、きょう。

まず、第1に、 1971年から 1991年までの用

途別転用面積の合計をみよう。そこで最も多

いのは「住宅」で、これが全体の 40.8%を占

め、ついで、商業・サービス業施設用地等の「そ

の他」がおよそ3分の1(32.8%)、そして

「工場」の 10.6%がこれに続いている。また

「公共施設」、「学校」、「道水路」はともに

5%前後、 「農業用施設」はわずか 0.8%に

すぎない。

ところで、 「線引き」実施以前の農地転用

の主なものは、「住宅」と「工場」で、あった。

ちなみに、「業務統計J( r大阪府における農

地動態調査J)で、把握で、きる 1958年から 1970

年までの転用総面積のうち、これら2つの用

途が 75.4%、とくに「住宅」は 50'"60%台

の比率を恒常的に確保していた。その当時は、

今日老朽化問題等に悩む府営等の公営住宅、

あるいは民間の木造賃貸住宅などが、盛んに

建造された時期である。

このように「線引き」前後までは、広範な

住宅用地・工場用地需要を背景に、農地の利

用転換がなされたのである。さきの「線引き」

以降の動向と対比するとき、状況の変化は明

らかである。

第2に、上の動向を年次ごとにみてみよう。

「イ主宅」が減少し、 1990年には3割を割る反

面で、「その他」が年々ウエイトを高め、 1990

年には転用総面積の5割を超えている。この

聞の顕著な用途別の変化が看取される.なお、

「工場」は面積では減少しているもののその

比率は常に 10%前後で、「公共施設」や「学

校」は面積、比率ともに減少させているが、

市街化区域内では高地価により住宅や都市施

設整備のための公共用地の確保が困難になっ

ていることも、その大きな要因と考えられる。

5条転用と公共関係を中心とした届出不要分

の転用量が減少し、同時にその率も低下して

いるのにたいし、自己転用である4条転用は

100 '" 200ha水準を保ちながら転用面積の構

成比率を高めている。このような動向は、農

地価格が急上昇した 1980年代後半以降に顕

著にみられ、 1990年には市街化区域内農地転

用面積の 60%を超えている。 市街化区域内

農地転用の全国的な動向は、 5条転用の割合

が傾向的に低下しているものの開発サイドの

土地需要を背景にいまだ支配的であるが、そ

れにたいして大阪府のそれは都市農家が主流

になってきているのが大きな特徴である別。

このことは都市農家が農地を利用転換し、高

地価・高地代に依拠した不動産経営に自らが

乗り出す傾向を強めていることを意味してい

るのである。

表には示していないが、 1件当たりの農地

転用規模は比較的小さく、 1971年当時の4条

転用面積の平均は約 650r昔、 5条転用は約

800 rrfであり、以降4条転用がおよそ 600r昔、

5条転用が 500rrfで推移している。このよう

に、この間の転用面積は1件あたりの平均で

200坪にも満たないものである.この転用規模

から想定すると、農地転用単位の基本が大阪

府下農地のl区画(1筆)に相当していると

考えられる。このことはまた、都市農家が農

地を売却するにせよ、自己転用するにせよ所

有する農地のうち必要最小限の転用にとどめ

ていると考えることもできる。しかし、こう

した転用規模は土地利用からみれば「細切れ

車調」となり、計画性のない無税亨な市f却也

を形成することにもつながっているものと考

えられる。

さて、つぎに農地の利用転換がどういう用

途に利用されているのかをみていくことにす

る。表3は、用途別にみた市街化区域内農地

。。
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表3 用途別市街化区域内農地転用面積の推移(大阪府)
単位:ha，( )内は%

農業用 イ主 宅 工 主君 ~大A正ノ土、11布fM貢又九 学 校 道水路 その他 メ口λ 計

施設
1971年 13 (1.1) 503 (43.2) 123 (10.5) 94 (8.1) 76 ( 6.5) 71 (6.1) 285 (24.5) 1，165 (100.0) 
1972年 7 (0.7) 469 (44.8) 139 (13.3) 48 (4.6) 72 ( 6.9) 54 (5.2) 257 (24.5) 1，046 (100.0) 
1973年 9 (0.7) 515 (41.8) 159 (12.9) 74 (6.0) 85 ( 6.9) 76 (6.2) 312 (25.4) 1，230 (100.0) 
1974年 7 (1.0) 251 (36.7) 64 ( 9.3) 17 (2.4) 47 ( 6.9) 39 (5.7) 260 (38.0) 684 (100.0) 

11 99 77 56年年 55((01..91) ) ."φ2220T7.1(m43J.3J ) 3286((56..81) ) 3196((36..91) ) 8306((173..56) ) 3305((56..92) ) l15関4((3282..72)) 459707((llo∞o.-00) ) 
1977年 5 (1.1) 193 (46.3) 25 ( 6.0) 11 (2.6) 30 ( 7.2) 17 (4.2) 136 (32.5) 418 (100.0) 
1978年 5 (1.2) 210 (48.4) 32 ( 7.4) 17 (3.8) 28 ( 6.5) 19 (4.4) 123 (28.3) 435 (100.0) 
1979年 5 (0.9) 233 (46.7) 39 ( 7.8) 19 (3.8) 27 ( 5.4) 20 (4.0) 156 (31.3) 499 (100.0) 

11998801年年 26((01..47) ) 112508((3385..01) ) 4346((1100..85) ) 1132((33..51) ) --m25-1(一月7J.4J) 2288((86..21) ) 113194((3324..78) ) -43412 11(1lqoqoJ-OJ ) 

1982年 3 (0.8) 141 (41.5) 31 ( 9.0) 11 (3.3) 12 ( 3.4) 25 (7.4) 118 (34.6) 340 (100.0) 
1983年 2 (0.5) 128 (39.9) 33 (10.1) 7 (2.3) 19 ( 6.0) 18 (5.7) 114 (35.5) 322 (100.0) 
1984年 1 (0.3) 229 (55.6) 35 ( 8.6) 8 (2.0) 4 ( 1.0) 14 (3.4) 119 (29.0) 411 (100.0) 

1199885鮮年芋 21((00..75) ) 一一112012〔(生381f.9の) 3335((1121..45) ) --77-花(2.;2副) 22((00..87) ) 184((42..96) ) 112101((3481..89) ) 226113.L(1lqoqoJ-O1 ) 
1987年 2 (0.6) 133 (38.3) 46 (13.2) 5 (1.4) 3 ( 0.9) 7 (2.1) 151 (43.5) 347 (100.0) 
1988年 2 (0.5) 116 (34.6) 54 (16.0) 7 (2.2) 4 ( 1.2) 13 (3.9) 140 (41. 7) 335 (100.0) 
19ω年 2 (0.7) 107 (30.8) 58 (16.8) 9 (2.6) 2 ( 0.5) 12 (3.6) 156 (45.0) 346 (100.0) 

11 99 99 01 年年 --1 l(0.4) ーー旦82e.1(22T51.811) 3451((192..98) ) 87((21..95) ) 3l((01..04) ) 2161((56..02) ) 118751((5551..4l) ) 335173((lloooo--OO) ) 

計 86 (0.8) 4，347 (40.8) 1，125 (10.6) 435 (4.1) 593 ( 5.62 564 (5.3) 3，489 (32.8) 10，641 (100.0) 
注:1) r麗嘉扇施設Jは農業用倉庫・家畜舎等、 「往宅」は農家主主吾一般個人住吾吾譲住宅・賃貸住宅・賛家・共
同住宅、 「工場」は工鉱業用地(建設業の資材置場等を含む)・電気・ガス・水道用地、「公共施設」は官公舎・
病院公園・樹也・処甜銭信事、 「学校」は学校用地(運動場を含む)、 「道水路」は道路・水路用地・堤防・河

川等、 「その他」は商業・サービス期信設用地・レジャー施設植林等をいう。
2)資料は表2と同じ。

用途別の農地転用動向のなかで、自己転用

である r4条転用」のみを取り出し集計した

ものが表4である。これによれば、前表でみ

た傾向のうちでもとりわけ「その他」の動向

が一層顕著になっていることが確認できる。

また、 「住宅」と「その他」転用では常に

80'""" 90%を占めているのが特徴的であるが、

その構成のうち「線引き」直後は 40%の水準

で・あった「その他」が、 1973年以降は 50%を

上まわり、近年では 60%台に達するという

r4条転用」の文字通りの主流となっている。

他方、 「イ主宅」は面積および比率とともに

1974年頃からほぼ横ばいで、推移しながらも、

「線引き」直後と比較してみるならば比率は

明らかな低下傾向にある。

以上から、市街化区域内農地の転用動向は、

首E

都市農家による自己転用という傾向を徐々に

強めながら、利用用途は「住宅」よりむしろ

「その他」に傾斜してきていることが明らか

である。ここでの「その他」の内容について

一言すれば、この統計では「商業・サービス

業施設用地等」として把握されているものの、

その内容は駐車場、貸倉庫、貸事務所が主な

もので、あると考えられる。

このように、都市農家は農地(土地)を売

却するよりはむしろ土地資産運用による不動

産兼営化を強めており、その用途も利用転換

が比較的しやすい駐車場、それに貸倉庫・貸

事務所といった業務需要対応のものが多くな

ってきているのである。そして、ここ数年の

地価高騰はこうした傾向を一層強めたともい

えよう。
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農地法第4条・用途別市街化区域内農地転用面積の推移(大阪府)表4

、
J
一
、
，
，
、
.
J
、
J
、
J
、
.
J
Y
I
J
、
J
、
J
、
J
、
.
J
一
、
J
、
J
、
ノ
、
J
、
J
h
、
ノ
一
、
J
-

n
J
~
S
3
3
3
S
…
n
J
S
A
S
S
一
n
J
3
3
3
3
…
nJ一心一

n
u
~
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
一
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
一
員
H
U
A
U
A
U
A
U
A
U
一
角
川
U
一
A
n
u
-

内

U
一
円
U
円
U
れ

U
A
U
n
u
一
n
u
n
u
n
u
n
u
n
U
一
n
u
n
u
n
u
n
u
n
u
一
A
H
U
-
-
n
u
-

唱EA-噌'A噌EE--E4・EA・E4一喝EE--EA''A唱EA噌EEj噌EEa噌EEa噌-A‘，ム司自ム一喝EA-噌EEニ

r
t
y
k
f
k
〆
・
・
、
，
，
L
r
k
y
k
〆
・
・
、
r
t
r
k
r
t
、
す
t
r
k
r
t
r
k
「
、
Y
7
t
-

6
一
0
8
1
3
7
一
4
8
7
1
3
一
0
5
9
3
4
一
9
一
4
一

舟

Y
R
U
食

uphu
ヮ

'
a瓦ぺ
u
q
U
9
h
内

0

4
瓦ぺ
u
白

uqtqu噌i一AHuvzo--

恥

h
u
一
ι
F
u
t
4
1
i
1
4
噌
i
一
1
4
1
A
1
4
1
4
1
A
一
1
4
1
U
1
A
1
i
勺
&
一
n
L
一
且
U
一
一

~

一

一

一

一

q

u

-

、‘J、，J、l，、J、、J、EJ一、，J、，J、，，、、J、，
F

、，J、EJ、，J、，，、J↑、』子、J-

9
一
5
5
6
3
5
一
1
7
4
6
5
一
A
4
3
5
9
一
9
一
4
一
リ吋

m
∞
一
日
目
ω
回
日
回
一
切
即
応
町
田
一
回
臼

m
m
m一
白
一
回
一
-

f
k
一
r
k
r
k
r
k
r
a
-
、
r
k
一
r
k
r
t
f
k
r
k
〆
k
一
〆
k
f
k
r
、
〆
t
r
a
-
-
7
，
E
-
-
一
，
，
k
一
a

m一
m
m
m
m
回
一
羽

ω
初
旬
開
山
一
飢
山
間
引
位

ω
初
一
お
一
回
一
一

噌

E

E

-

-

'

E

4

J

J

噌

'

a

-

句

E41唱EE-唱Eム同

一

一

一

一

一

2

一

一

、‘，J.、‘，J、‘，，、‘a，、‘，，、‘』，一、‘，，、司』，、‘aJ、‘a，、‘a，、、，a，、，a，、、，，、司』，、司』JJ、va'-、可』'?

-7一
i
l
-
-
3
1
2
一
8
0
3
9
7
一
9
8
5
4
4
一
4
一
7
一
一4
 

0
干
4
1
1
1
1
一
0
1
1
0
0
一
0
0
0
0
0
一
O
一
o
t

r、-r、，I、，，、，t、，t、JI、r、，
l
、
r
、
/
九
，
t
，
t
、
r
、
，
，
、
r
、
J
，
、
?
t
-

1A一nL
り

'
U
9
U
9
白
9
白
V
i
1
ム
ワ
&
1
4
1
目
晶
V
i
1
4
1
&
t
A
T
A
一
1
4
一
胞
と
J

一

一

一

-

-

r

d

T

U
』
可
訓
引
、
J
e
v
J
、
J
、
J
Y
J
、
J
B
、
ー
、
J
、
J
Y
J
、
J
1
J
1
J
、
J
-
、
τ
J
E
H

2
一
1
4
8
1
2
3
一
0
0
0
7
0
F
o
o
l
o
O
一
3
一
2
一

・
↑
・
・
・
・
・
'
・
・
・
・
・
-
-
-
-
-
-
-
・
一
-
-

n
U
一
ハ
u
n
u
n
u
n
u
n
u
一
n
u
n
u
n
υ
n
u
n
u
一
n
u
n
u
n
v
n
u
n
u
一
-
n
u
-
-
n
u
-
-

，，a、一，，‘、，，‘、，，‘、，，‘、，，E、-，，‘、，，E、，，‘、，，‘、，，E、
ι

，，‘、，，‘、，，‘、，，‘、，，‘-a，，‘一，，E、-一

0
一
0
1
0
0
0
一
0
0
0
1
0
一
0
0
0
0
0
一
l
一
7
一
一

、、，，一、、，，、‘，J、、，，、、，，、、SJト、、，，、、，，、、，J、，，，、‘，，ん、‘，，、
.
2
，、、，，、、，，、、，，、、，，-、‘，r-・

1
…
j
k
J
J
7
・
q
d
一
A
S
n
J
n
J
J…
A
A
A
A
3
3
一
」
一
A
-
一
一

n
v
i
n
u
n
U
唱
i
n
u
n
y
n
u
n
v
n
v
n
u
n
U
J
n
u
n
u
n
U
n
v
n
v
一
n
U
一
n
u
-

r
k
y
t
f
t
r
t
r
t
r
t
y
t
r
t
'
t
r
t
r
K
7
t
r
k
r
k
〆
k
f
、
-
r
、
7
h
、
-

O
一
t
i
l
。
，
u
l
噌
A
一
n
υ
t
i
n
u
o
n
υ
γ
i
1
晶
唱
A
1
1
一
O
一
A
-

-

一

-

-

-

司

1
2

、
J
一
、
J
、
J
、
J
、
J
、
J
4
J
、
J
、
J
、
J
、
J
4
、
J
、
J
、
J
、
J
、
J
1
J
τ
J
-

n
口
一
9
0
0
4
0
一
0
3
5
5
8
一
1
7
2
8
1
一
6
一
l
一

3
6
白
3
3
3
6
一
9
6
8
8
8
一
7
5
8
8
9
泳
三
作
口
一

，，‘、一，，a、，，‘、，，a、，，a、，，‘、i，，‘、，，‘、，
e
‘、，，‘、，，a、
ι

，，a、，，E、，，a、，，‘、，，E、-，，‘
-
4

，，屯、-

7
戸

0

5

5

6

9

H

白

9

1

1

3
証
υ
1
5
7
0
一
A
一
3
一

-
一
咽
i
1
1
‘
1
-
一
1
4
唱
i
1
a
?ぞ
1土
qu-

一

一

一

一

一

n

L

-

、、，，ト、、，，、‘，，、‘，，、百EJ、.aJ↑、、a，、、』，、、a，、、，J、，a'4、，a，、，a，、，a，、，，，、司』'ー、、』J一、司』，-

A
4
9
3
1
0
一
6
9
6
2
9
一
6
3
4
0
6
4
三
6
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
・
一
-
-

M
一
お
お
お
お
初
一
初
犯
お
認
お
一
初
日
ω
お
お
お
一
幻
一
お
一

f
t
一
，
r
k
r
k
f
k
r
、
〆
1
4
r
t
r
・
-
、
r
k
r
k
〆
K
4
〆
k
r
・
-
、
r
t
r
t
f
k
一
r
一
r
k
-

M
一
図
的
ω
回

目

MH
一
白
日
制

mw
何

M
m
一
印
刷
円

n
M
m
一日一郎一

-

一

-

一

一

角

喝

u

-

-

e

-

一『唱'aA-

一、、，J、‘，，、‘，，、‘，，，、、，，一、、，J、‘，，、、，，、、，，、、，，、、‘a，、、，，、、，，、‘，，、‘，，
ι

、‘，，、‘，，、、a，、、，，、、，，一、‘，，一、、aJ-

q
u
n
L
4
・
n
υ
1
4
一
q
u
。
，
u
n
D
ワ
白
1
4
一
《
4
1
4
q
u
R
u
n
u
一
n
U
4
9
白
血
u
E
H
q
u
一
η
'
-

H
n
m
z
一
・

.

.

.

 L
一
L
L
L
L
L
一
J
I
J
L
L
1
K
L
L
人
九
一
に
「
H
一

月
z
z
a
2
2
2
2
一
2
2
2
2
3
一
1
1
0
0
1
一
0
0
0
0
0
一
O
一
l
一

Eミ

7
k
r
t
r
k
r
k
r
t
J
、
r
t
r
t
r
t
，
t
y
t
r
t
r
t
r
t
，
L
F
L
r
t
r
k
，
L
〆
t
J
K
7
、
-

霊

E
一
0
5
7
6
4
一
4
4
4
4
5
一
2
2
1
1
1
1
A
1
4
0
2
1
一
1
一
辺
一

M
B
，

設

M

-

1

ム

一

一

一

一

一

F
E
一

年
(
年
年
年
年
年
一
年
年
年
年
年
一
年
年
年
年
一
年
一
一

r
D
A
D
n
t
n
o
n
u
n
U
一
唱
i
n
L
n
d
a
u
τ
r
D
一
。
口
町
t
n
o
n
E
n
U
一
唱
i
7
f
l
-

η
t
一
η
t
η
f
n
t
η
t
n
o
一
n
o
n
口
n
ロ
の
口
n
口
一
n
o
n
o
n
D
n
口
n
u
一
n
u
z
且

日
月

q
u
Q
u
q
u
q
u
q
f
q
u
口
u
q
u
q
υ
q
y
q
u
口
u
q
u
白

u
白

u一qu一ー

唱E4一司EA噌E4噌EA--ム唱1一噌'A噌・4・E4・EE噌BE土喝・・晶唱aA噌
g

ム司EA唱Eムト噌EE-

注:1)農地法第4条(届出)のみを集計した。なお、凶指il.人の闘f糸で用怠別の言Tか台計とー叙しない
場合がある。

2)資料は表2と同じ。

)内は%単位:ha 

合計

235 (100.0) 
233 (100.0) 
299 (100.0) 
276 (100.0) 

その他

96 (40.8) 
98 (41.9) 
163 (54.5) 
185 (66.9) 

工場|公共施設|学校|道水路

1 (0.4)1 
1 (0.4)1 
1 (0.4) 
1 (0.3) 

1 (0.2)10 (0.0)1 
o (0.1)12 (0.7)1 
o (0.2)10 (0.1)1 
o (0.0)10 (0.1) 

18 (6.1) 
11 (4.1) 

宅
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なかでも市街化区域内で農業を営む農家は都

市農家の典型ともいうべき存在である。

さて表5をみると、農家数、経営耕地面積

が著しく減少している。 1960年から 1990年

の 30年間に農家数で約 42，700戸、経営耕地

面積で約 19，500haが消滅しているのである.

なかでも「鵠引き」が行なわれた 1970年を

100として 1990年の数値を指数で示すなら

ば、農家数が 57.8、経営耕地面積が 55.8で

あるから、いずれも4割以上縮減している。

こうした変化の主要因は市街化区域内農地の

かい廃によるものである。例えば、「線引き」

によって農地のすべてが市街化区域内に組み

込まれた、大阪市、豊中市、吹田市、泉大津

市、守口市の計5市分を取り出してみると、

1970年では農家数が 6，6羽戸、経営耕地面積

が 2，064haで、あったが、 1990年には農家数は

2，541戸 (1970年対比:-61.7%)、経営耕地

(3)大阪府における都市農業の変貌と

都市農家層の特質

都市化、工業化による地価の上昇と農地の

かい廃は、大阪府の農業・農家に大きな影響

を及ぼした。これらは、総じて兼業化、脱農

化、および経営耕地規模の狭小化をもたらし

ながら進展する都市農家層の分解動向のうち

に端的に示されている。

表5は大阪府特定市 (33市)における農業

の変貌の一端を示したものである。統計では

市街化区域内に関するデータを取り出すこと

ができないためこの表は市街化調整区域も含

んでいるが、基本的な特徴は把握することが

できょう。都市農家とは、農外の労働市場お

よび都市の土地市場に包摂されつつ、それら

の展開に直接的および間接的に影響を受けな

がら農業経営を行なっている農家で、あって、
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表5 大阪府(特定市・ 33市)における農業の動向
業は全体的に後退局面に

あるといわなくてはなら

ない。

しかしながら、そのな

かにあっても都市に近い

という市場・流通諸条件

の有利性を活かして、高

度な生産・出荷技術とそ

の集積による集約的野菜

栽培や施設栽培などに取

り組む専業的農家の存在

がみられることも事実で

ある。ここで農産物販売

金額が 500万円以上の農

家 (1990年)をみると、

大阪府特定市で 1，048戸、

これが大阪府特定市農家

数に占める比率は、わず

か 3.1%にすぎない。しかし大阪府で 500万

円以上農家が占める特定市の比率は 86.4% 

と、その大半が特定市に分布しているのであ

る。 また、耕地利用率において泉佐野市の

164.2%や大阪市の 130.6%にみられるよう

に、利用率が極めて高い地域があることも併

せて指摘されなければならないであろう。市

街化区域内では面的規模拡大は農地の高価格

水準から事実上不可能であり、集約的な農業

にならざるを得ない。しかし都市地域におい

て、こうした農家の存在は上述の 3.1%の数

値にも示されているように、点在的になりつ

つあることも事実である。

なお、農業生産(耕種部門)において生鮮

食料品としての野菜生産のウエイトが高まっ

ている。野菜生産は、大阪府では、北部の湿

田地帯を除く平坦部農業地帯にみられる古く

からの特徴であるが、表5にみるように、大

阪府下では近年特定市を中心に、野菜作付率

E
産
部

ω一
一

一

一

一

ー

一

一

耕

畿

ム

司
U
C
同
事
担

a〆
一

一

一

F

D

-

D

A

J

一η
'

一。，
u

r

t

'

T

-

b

h

ド民、

-H
コ
C
白

k
r、
-

一

一

・

一

・

一

・

一

・

一

・

耳

目

円

。

勺

吋

U
内

屯

回

4
4
一
コ
辻
件
咋
一
一
ニ
マ
d

ニnu

一可
'
J
R
u
:
nせ

*
R
J
J
r
k
-
t

レU
一
由
州
る
芯
辰
巳
一
一

A

一4

一4

一4

戸

b

b

k

u

υ

'

、

一

賎

則

明

一

一

一

一

…

一

一

血

貸

恥

わ

'
4

時
湘
中

~
r
訂

Y

汗
け
・
襲
。
紳
U
W

謹
f
欝

悦

一

一

一

払

…

比

一

低

一

弘

一

乱

ぃ
U

長
前
日
臨
時
的

里
一
作
面
一
…
…
ー
ー
…
l
l
r
|
ト
|
|
円
|
悦
瀬
幅
引
リ
抑
制
問
止

則

和

川

「

…

…

川

川

引

J

叶
J
川
熊
匂
伸
明
撒
一
部
訪
問
一

ー用

σ一
一

一

叩

一

回

一

ω
一
凶
一
聞
の
延
額
J

日
時

Z
に

同
判
ー
↑
…

η
1
p
ι

ぃh
一
時
開
崎
市
川
一
州
一
肌

h

戸
内
川
、
叫
一
3
的一
o
A

幻
一
♂
的
一
A
的
忌
り
ふ
り
1
日
一
お
物
粗
目
、
げ
ら

一1
一
句
(
一
到
し
一
犯
配
一
幻
札
一
山
内
ぷ
一
お
札
一
辺

1
…
お
弘
一
る
作
業
ω
)
町
か

一
家
均
一
日
一
叩
一
日
一

9
一

9
一

8
一

9
一
い
農
農
を
年
J
a

一
農
平
一
(
~
(
-
1
1
(
…
(
~
(
一
て
÷
・
一
・
一
各
引

5

「

Illili--hill--rill-卜
lis--卜
lil--Lilli--ト
111111rill--』
J
a司
胃
回
目

n
u
r
t
tム
バ
H

地
的
、
叫
す
り
一
四
位
必
の
一
回
的
一
位
。
討
の
一
郎

B
m闘
酪
問

J
白
戦

判官
hu一
山
一
県
川
一
治
肌
耐
m肌…

m
m
L
…
川
町
佐
川
比
一
一
畑
一
附
粧
附
記
酬
一
隅

経
面
一
(
-
(
)
(
一
(
一
(
-
(
~
(
一
制
莱
莱
)
ン
事
下

1

4

|

|

↓

lili--↑
|
↑
|
↑
よ
市
野
野
(
セ
計
の

船
田
川
一
川
一
川
州
市
川

ω閉山一切川一…一一段……
m……
ω-
酎
酢
手
間
誠
一
関

家
初
日
一
館
山
口
一

m
m一
鈎
8
一
必
7
一
位
7
一
お

5
一
現
積
)
下
林
大
象

農

(

一

(

一

(

一

(

)

(

一

(

一

(

一

年

面

門

の

(

局

対

i
l
i
-
-
十
|
十
|
|
十
|
↓
|
|
十
|
十
l
位
付
部
値
農
政
査

年

一

年

半

年

一

年

一

年

…

年

一

四

作

種

数

「

農

調

印

面

一

初

元

副

一

郎

副

一

O
幻

の

ω

q
u
-
q
v
n司

-
q
u
-
q
v
-
n司

-nE

注

面積は 8おha(同:-59.3%)と大幅に縮減し

ている。このように市街化区域内の減少幅は

とくに顕著で・あり、農地のかい廃に伴って都

市農家層の脱農が著しく進んでいることが確

認できるのである。ここに、今日の都市農業

の存在形態を示す典型的な一面をみることが

できる。

また、経営耕地規摸の縮小も進み、 1970年

と比べて農家l戸平均の経営耕地面積も減少

傾向にある。ただ 1990年は 35.7aと前回の

センサス結果より上昇しているが、 これは

1990年の調査対象農家基準が 5aから 10a

に引き上げられ、零細な小規模農家が除外さ

れたことによるものである。それでも 1戸平

均で 40aに満たず、全国平均の 114a(1990 

年)と比べると経営耕地規模は極めて小さい。

また、耕地利用率においても若干の上下変動

はあるものの、 1970年からみると低下傾向に

ある。こうしたことから、大阪府特定市の農

面E
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の上昇傾向がみられ、農業組生産額(耕種部

門)においても野菜はその構成比率を高めな

がら、 1990年には 54.2%と半数以上を占める

にいたっている。

つぎに、大阪府特定市の農家構成の動向を

みよう。 1970年の専兼別構成比は、専業農家

が 10.1%、第1種兼業農家が 13.4%、第2

種兼業農家が 76.5%で、あったが、1990年には

それぞれ 9.4%、6.9%、83.7%と、とくに第

2種兼業化が進んでいる。表6で、兼業形態

と 1990年センサスで定義された「自給的農

家」の存在状況を全国および近畿と大阪府・

特定市を比較すると、大阪府の自給的農家の

割合は、全国の2倍余り、近畿の約1.5倍で

あり自給的農家が極めて多いのが注目される。

とりわ付大阪府特定市では2戸にl戸が自給

的農家となっている。

ところで、兼業農家の比率は全国・近畿と比

べて高いとはいえ、それは数パーセント程度

にすぎないが、兼業形態内容にみる自営兼業

比率の高さは大いに注目されるものがある。

「農林業センサス」において自営兼業は「林

業」・「漁業」・「その他Jと区分しているが、

大阪府特定市では「その他」が大半である。

これは主に不動産経営によるものであり、こ

うした兼営状況が都市農家層の大きな特徴と

なっている。すなわち農地を利用転換し不動

産経営に活用したり、あるいは農地の売却代

金を不動産経営に投資したりしていると考え

られるのである。なお雇用兼業は全国、近畿

に比べ比率が低いが、大阪府特定市では「出

稼ぎ」はもちろんのこと「日雇・臨時雇」が極

端に少ないことから、 r1:亘常的勤務」に関す

る兼業比率は全国、近畿と比較して、大きな

違いはない。巨大都市大阪において、「日雇・

臨時雇」の役割は大きいものがあるが、かか

る労働市場は農家の家族世帯員の労働力とは

結合していないのである。

さて、自営兼業農家の存在状況が大阪府に

おける都市農家層の特徴であるとしたが、こ

うした自営兼業は「安定的」な兼業形態なの

だろうか。これを車鷲f的にみると、必ずしも

安定的とはいい難いように思われる。大阪府

特定市における自営兼業農家比率の動向は、

1970年:26.0%、1975年:却.1%、1980年:

27.4%、1985年:25.0%である。たしかに、

1970年代はその比率を高めつつあったが、

1980年代は逆に低下させているのである71。

しかしながら、大阪府特定市においてはこの

自営兼業農家比率は常に 20"-'30%の高水準

にあり、農地が全て市街化区域にある、たとえ

ば豊中市では 58.8%、泉大津市では岨.5%、

大阪市では 39.5%といったように自営兼業

農家が極めて高い割合で存在している地域も

ある。つまり、特定市のなかでも市街化区域

内の農家だけを取り出せば、そのウエイトが

一層高まるものと考えられる81。

表6 専兼別および兼業形鰯リ農家の状況(全国・近畿・大阪府、 199咋)
単位:戸、%

農家数 専業農家 比率 兼業農家 比率
雇用兼業 比率 自営兼業.I:ts官

自給的
農家 l比率

(A) (B) (B/A (C) (C/A) (D) (D/A) (E) (E/A) (F) (F/A) 

全 国 3，834，732 591，551 15.4 3，243，181 84.6 2，834，372 73.9 4ω，8ω 10.7 864，205 22.5 
近 畿 375，450 43，505 11.6 331，945 88.4 276，250 73.6 55，閃5 14.8 114，626 30.5 
大阪府 38，982 3，703 9.5 35，279 90.5 26，533 68.1 8，746 22.4 18，686 47.9 
|市部 33，479 3，1ω 9.4 30，319 90.6 22，486 67.2 7，8お 23.4 16，782 50.1 
注三 1)r自給的農*Je:は経営耕緬面積元i30a柔蒲函雇蚕でかう農産物販売金額が 50万円未満の農家である。
2) r 1990年農林業センサス」より作成。
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こうした状況を、つぎに農家経済の面から

把握してみよう。表7は前表と同じく全国・

近畿と大阪府(但し全域)を比較したもので

ある。これをみると、まず第1に、農家所得

が全国・近畿と比べ極めて多い反面で、農業

所得が少ないという特徴をもっていることで

ある。このため農家所得のなかで農業所得依

存度は、全国の 17.6%、近畿の 7.6%にたい

し、大阪府は 4.8%と低い。第2に、農業所

得依存度の低さは、農外所得への依存が高い

ということであり、この農外所得をみれば全

国と比べて約2倍の高さにある。農家所得の

大部分を農外に依存しているのである。そし

て第3に、農外収入のなかで「商工鉱業等収

入」の占める部分が異常に高いことに気づく

であろう。農家所得のなかで「商工鉱業等収

入」依存度は全国の 6.9%、近畿の 7.8%に

たいし、大阪府は実に 28.1%を占める。この

「商工鉱業等収入」の詳細な内容は統計では

さだかでないが、大阪府の場合は多くが貸家、

マンシヨン・アパートや駐車場経営等不動産

運用によるよるものであることは先に確認し

た農地転用動向から考えて明らかであろう。

以上のような特徴は、市街化区域内の農家

であれば、一層顕著になると考えられ、こう

したことが大阪府の都市農家層の特質といえ

るのである。なお、大阪府の農家経済状況を

1971年当時と比較すると、農業所得は約1.5

倍、農外所得は約6倍であるのにたいし「商

工鉱業等収入」は約 11倍に増えており、「線

引き」以降このような不動産経営への依存を

著しく高めていることが都市農家の特徴なの

である。

表7 農家経済の概要(全国・近畿・大阪府、 1戸当り、 1990年)
-r-I.，!..L. . ..u.ι1-1';;;' 、晶、.........， .J ~ 、， ，-_凡.v、="主当軍'_"'J J .'O.'~ 、.v.

農家所得 農業所得 農業粗収益 農業経営費 農外所得 農外収入 農外支出
G)=(C)+(F) C)=(A)ー(B) (A) (B) F)=(D)ー(E) (D) うち商工鉱 (E) 

業等収入
全 国 6601.5 11回.1 3002.1 1839.0 5438.4 5753.8 454.2 315.4 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
近 畿 7930.6 598.9 l飽4.0 1ω5.1 7331. 7 7603.5 619.7 271.8 

120.1 51.5 56.1 59.0 134.8 132.1 136.4 86.2 
大阪府 11232.4 541.4 1278.0 736.6 10691.0 119ω.9 3158.0 1218.9 

170.1 46.5 42.6 40.1 196.6 207.0 関5.3 386.5 
注:r大阪農林水産統計年報T画面~即時)J (近畿農政局大腕扇情報事語所霜).tり作成。

11. r宅地イヒJ農地をめぐる政策・制度的
位置と都市農家の選択論理

(1)生産緑地申請・指定状況と「宅地化」

農地の政策・制度的位置

3大都市圏特定市における生産緑地地区の

指定申請状況 (1992年5月)は、市街化区域

内農地面積:51，188haのうち、指定申請面積

は 16，416ha(申請率 32.1%)である。これ

首長

ら申請農地がすべて生産緑地地区に指定され

るとは限らないが、おおむね指定されるとす

れば、少なくとも約 35，OOOhaの農地が「宅地

イじ」農地として一挙に土地市場に排出される

ことになる。全国の農地面積からすれば、こ

の「宅地化」農地面積は1%にも満たないも

のである。しかしながら、わが国の食料自給

の状況のみならず、対象地域が人口過密の3

大都市圏特定市であって、そこで、担っている

野菜など生鮮食料の供給状況や総じて“みど

円。戸。
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たためである)。

各市ごとに指定面積比率をみると、高槻市

の 61.1%、交野市の 59.8%というように6

割を占める市と、門真市の 19.0%のように2

割程度にとどまった市などと、その格差は大

きい。ここで表8および表9から生産緑地地

区指定をめぐる大阪府下地域ごとの特徴と背

景についておよそつぎの諸点に注目したい。

表8の市街化区域内の農地残存状況として

の市街化区域内農地面積率や人口密度からつ

ぎの点を指摘できる。生産総也地区面積指定

率の高い地域には2つのタイプがあるという

点である。その1つは、大阪市を含む中河内

地域(指定率:42.2%)で、あって、この地域

は市街化区域内において農地残存面積が少な

く、人口密度が高く、地価水準も高い。いま

1つは、泉南(指定率:44.7%)および、南河

内(同:43.7%)であるが、これらの地域は

農地残存面積が他と比べて多く、人口密度が

比較的低いといった特徴を有する。逆にこれ

らの特色があまりない地域、とくに泉北のよ

うな地域は、指定率が低い(指定率:31.9%)。

表9によれば、上にあげた2つの地域類型

は、兼業化の状況や農業「専従者」の存在動

向、作付作物等からみてつぎのような特徴を

指摘できる。ただし、この表の数値は市街化

区域外も加昧されているため、市街化区域を

問題にしていることから考えて必ずしも正確

ではないが、一定の傾向は把握できると考え

られる。まず、泉南・南河内の両地域につい

てであるが、これらは兼業農家率や自営兼業

農家率が低く、かっ「専従者」が他の地域と

比べ相対的に多く存在しているという特徴を

みることができる。両地域は、大阪府下の有

力な農業地帯なのである。また中河内地域に

ついては、兼業農家率が低いものの自営兼業

農家率が比較的高いことに加えて、「専従者J

り"の欠落を特徴とする都市住民の居住環境

を踏まえるならば、これは決して見過ごすこ

とのできない貴重な存在といわなければなら

ない。

ここで、首都圏の生産緑地地区指定申請率

は 30.8%、中部圏のそれは 20.7%、近畿圏

は 44.2%であり、近畿圏の申請率が3大都市

圏を 10ポイント以上上まわっているが、これ

は近畿圏でもとくに京都府と大阪府での申請

率が 50%前後の比率であったことによるも

のといえよう。

ところで、大阪府の生産緑地地区の指定申

請の手続きは他の都府県と相違していた。多

くの都府県は申請時に農地所有者の同意書を

同時に提出させたが、大阪府では 1992年3

月末までにまず指定希望を都市農家に申し出

させ、そのあと申請手続きに必要な同意書の

提出を求めてそれによって都市計画決定し、

生産緑地地区を指定するというもので、あった。

表8は、大阪府特定市における市街化区域

内農地面積、生産緑地地区指定希望申出面積

および、指定面積の状況を地域ごとにみたもの

である。大阪府特定市の市街化区域内農地面

積は 1991年1月1日現在で 6，320ha、同区域

内総面積に占める農地面積は 7.3%である。

生産緑地地区指定希望申出面積は 3，023haで、

あるから申出率は半紡Eい 47.8%で、地1期リ

では中河内と泉南の2地域が 50%を超えた。

しかし、実際に確定された生産緑地地区指定

面積をみると 2，479haに落ち込み、指定率は

40.9%とかろうじて4割水準に踏みとと、まっ

た。これは「希望申し出」をしたものの、同

意書提出の段階で指定を諦めた結果であり、

「区分化措置」にたいする都市農家の苦悩の

あらわれともいえよう(なお、 1991年1月1日

と 1992年1月1日の農地面積に差異がある

が、この1年間に約 250haの農地が転用され
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地域別市街化区域内農地面積と生産鰯也申請・臨E槻兄(大阪府)

市街化区域 市街化区域 市街化区域 市街化区 市街化区域
面 積 内農地面積 生産樹也指定 内農地面積 生産婦也指定 域内農地 内人口密度

(1991.1.1) 希望申出面積 (1992.1.1) 面積(E) 面積率
(A) (B) (C) 申出率 (D) 指定率 (B/A) 
(ha) (ha) (ha) C!B)(% ) (ha) (ha) E!D)(% (%) (人/KIIO

豊能地域 6，238 436 193 44.2 426 177 41.6 7.0 9，984.0 
三島地域 10，444 631 280 44.3 関l 238 39.7 6.0 7，056.7 
北河内地域 11，049 1，005 487 48.5 970 396 40.8 9.1 10，718.6 
中河内地域 29，042 1，141 625 54.8 1，ω4 458 42.2 3.9 11，943.4 
南河内地域 6，789 ω6 419 46.7 854 373 43.7 13.2 7，758.1 
泉北地域 14，424 924 376 40.6 891 284 31.9 6.4 7，129.1 
泉南地域 8，603 1，286 644 50.1 1，237 553 44.7 14.9 4，983.1 
大阪府市域 86，切9 6，320 3.023 47.8 6，062 2.479 40.9 7.3 9，234.9 

表8

注:1)地域区奇瓦1語:豊中市・池田市・箕面市、三喜:吹田市高槻市・茨木市・摂津市、北河内:守口市・枚方
市・寝屋川市・大東市・門真市・四条畷市・交野市、中河内:東大阪市・八尾市・柏原市・大阪市、南河内:松

原市・富田林市・河内長野市・羽曳野市・藤井寺市・大阪狭山市、泉北:堺市・泉大津市・和泉市・高石市、 泉
南:岸和田市・貝塚市・泉佐野市・泉南市・阪南市て背お市である。以下、各表の地域区分はこの区分による。
2) r市街化区域面積Jおよび「人口密度」はl羽l年3月末現在。
3) r平成3年度大阪臓亮計年鑑J(大阪府統計協会)、大阪府公表資料(市街化区域内農地面積・生産婦出関係面
積、 1992年11月19日)より作成。

経営耕地積|農作物作付
「専従者なしJ1 (F) 農家11面積率(%)
農家(E) 1 1戸平均 1 1 
|比率| 川 a) 1稲 |野菜
(E/A) 1 (ha)日F刈)
63.11 6671 37.3 
88.1 1 1，576 1 34.7 
81.61 1，6541 36.6 
64.4 1 1，539 1 31.9 
74.5 1 2，004 1 お.7
81.3 1 2，113 1 33.1 
64.61 2，412 1 43.9 
74.9 111，965 1 お.7

Trh自営帯
地域別にみた農業・農家の概況(大阪府特定市)

% 単位:戸

農家数
(A) 

表9

20.9 
17.3 
16.7 
34.5 
27.0 
24.8 
44.8 
30.2 

50.2 
75.6 
74.2 
34.9 
46.4 
38.0 
31.8 
45.2 

1，127 
4，002 
3，686 
3，103 
4，429 
5，184 
3，547 
25，078 

1， 786 
4，544 
4，519 
4，820 
5，947 
6，374 
5，必S
33，479 

豊能地域
三島地域
北河内地域
中河内地域
南河内地域
泉北地域
泉南地域
大阪府市域
T土:1) I与徒否」とは展莱従事口叙7Jlヰ岡山U回以上の人のことで、fr専従者なし』農家」とは「専従者」がいない農家であ
る。また「農作物作付面積率Jとは、農作物作付延べ面積に対する各作物の作付面積の比率である。
2) f1990年農林業センサス」、「大阪農称水産統計年報(l990~1991年)J(近畿農政局大F反統計情報事務所編)より作成。

3，600ha、この面積は大阪府特定市の市街化区

域内農地のおおむね6割を占める。これはま

た、行政区域面積でいうならば、人口約 34万

人を擁する大阪府吹田市 (3，660ha)に匹敵し、

大阪府の市街化区域内農地のこの間の転用動

向からみて、 10数年分の農地転用量に相当す

るともいいうる。この「宅地化」農地とは政

策・制度的にどういう位置づけがなされた農

地なのであろうか。

「宅地化」農地とはまず第1に、都市計画

'
h
U
 

F
O
 

も多く残存していることが指摘できょう。こ

こでは賃貸住宅等の自営業と、経営規模面積

は狭小であるが集約的な野菜栽培等の経営と

が同一農家のなかに併存している農家層が広

範にみられるという特徴をもっている。これ

らと対極的ともいいうるのが、米単作の三島

(稲作付率:75.6%)、北河内(同:74.2%) 

の両地域で、あって、ここでの生産緑地指定率

は相対的に低い。

ところで、大阪府下の「宅地化」農地は約

臨



からみれば計画的、優先的に土地利用の転換

を図るべき土地(農地)であるというところ

にある。この点は、新都市計画法にもとづく

区域区分制度の発足当初から市街化区域内農

地にたいする位置づけとなんらの変更もない。

第2に、このため政策的には、都市的土地

利用への転換を迫ることになるが、その手段

としては農地であるとはいえ「宅地化」農地

にたいして幾つかの新たな租税措置が行なわ

れたというところにある。その1つは「宅地

イじ」農地の固定資産税は税の軽減措置がなく

なり、原則として宅地並みに課税されること

になったことである。大阪府下特定市の宅地

並み課税額(1988年度)をみると、平均で10a

当たり約 25万円であるが、これは農業収益を

はるかに上まわる税額である9)。なお、 1991

年度までは、単位評価額 3.3rrf当たり3万円

未満の農地は宅地並み課税対象外とされてい

たが、今般の税制改変でそれがなくなった。

その意味では、 「生産緑地」農地を除いた市

街化区域内農地にたいして宅地並み課税が完

全実施されたわけである。また2つは、都市

農家にとって深刻な相続問題について、これ

まで農地であれば相続税納税猶予制度の特例

が適用されていたが、租税特別措置法の改変

(1991年3月)で「宅地化」農地は適用除外

となった。これに加えて3つは、 1992年1月

1日から新設された地価税が、 5年聞は非課

税扱いされるものの、 1997年以降は課税対象

となることである。このように固定資産税、

相続税、地価税等土地税制からみれば、 「宅

地化」農地は「非農地」の“熔印"を押され

ることになったのである。

第3に、農業政策上の措置は、これまでの

市街化区域内農地と同様、基本的には国の農

業施策から除外されたままであるところにあ

る。土地利用の転換を前提とする「宅地化」
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農地は、農政の責務を果たすべき対象ではな

い、とするからであろう。生産緑地は、土地

改良資金の融資や野菜生産団地の育成など農

業生産の条件整備のための施策対象となった

が、 「宅地化」農地は引き続き国の農業政策

の対象外に他ならない。

このように「宅地化」農地は都市計画制度、

土地税制および、農業政策からみて、これまで

の市街化区域内農地よりもはるかに厳しい措

置がとられたといえる。しかしながら、都市

農家が「宅地化」農地を農業的に利用する限

りは「農地」であり、このことは農地法の立

場からみて疑う余地はない。ただ農地の利用

転換は農業委員会への届出で、済むというよう

に、都市農家の発意によってはいつで、も売却・

転用しうる農地でもあって、かかる一点にお

いて過酷な租税が加わることによって一段と

困難さを抱え込むことを知りながら、その面

積に程度の差はあれ都市農家の多くは「宅地

イじ」農地を選択したといえる。いずれにせよ、

都市農家にとって「宅地化」農地の保有という

新たな難問を抱え込んだことは事実である。

(2) i宅地化」農地を選択した都市農家

の論理

都市農家が「保全」農地を志向するならば、

市街化調整区域への編入か、改正生産緑地制

度による生産緑地地区の指定を受けるのかの

どちらかである。 前者は、面的規模要件を

5haから 2haに緩和したが、大阪府における

市街化区域内農地の存在状況は集団的農地が

少ないうえ、それも土地利用の調整と農地所

有者聞の同意等の必要性を考えればこの方法

は現実性に之しいといわなければならない。

これまでのところ、大阪府下ではこの事例は

ないからである。このように考えるならば、
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主

都市農家が「保全」農地を希望するなら生産

緑地地区の指定を受けざるを得ない。

改正生産緑地制度は都市計画において市街

化区域内農地をはじめて都市に必要な土地利

用として位置づけ、その適正保全を国および

地方自治体の責務と明記(生産緑地法第2条)

し、 1団の面積要件を 500nr(これ未満は

「宅地化」農地)に緩和もした。しかし都市

農家にとって至難な問題は、営農継続要件が

原則 f30年」という長期間になったことにあ

り、さらに重要なことは、相続税納税猶予制

度の特例が適用されるにせよ、それに「終生

営農」という条件が設定されたことである。

生産緑地は、こうした規制が加えらたことに

より従来のように「自由」に農地を利用転換

することができなくなる。こうした要件を踏

まえて、都市農家は生産品ま地地区指定の申請

をしなければならないわけで、これらの厳し

い諸条件を考えれば、改正生産緑地制度とは

都市農家に農地の指定を積極的に求めた制度

とはいい難いといえるのではないか。

ここで、 「宅地イじ」農地を選択した都市農

家の動機・理由についてみよう。これらにつ

いて都市農家の対応は、概して個別的でかつ

複雑多岐であるが、ここでは典型的と考えら

れる2つのパターンを取り上げる。この2っ
とは、生産総也地区指定希望の申し出をして

いるが一部「宅地化」農地も志向している都

市農家と、いま 1つは農地のすべてを「宅地

イじ」農地として選択した都市農家である。前

者は大阪府農業会議「生産緑地地区指定希望

申し出農家の実態と意向に関する調査」報告

書 (1992年9月)、後者は同 f[j'宅地化』農

地の利活用に関する調査」報告書(1992年9

月)によるものである。

表10によれば、生産緑地地区指定希望申し

出農家(1戸平均、以下「生産手記也希望農家J)

の農地面積は平均で 46.7a、このうち市街化

区域内が 34.5aであるから、市街化区域外に

も 10a余りの農地を保有している.この農地

面積は大阪府特定市の平均 (35.7a)を上ま

わっており、経営規模としては比較的大きな

農家といえる。生産緑地指定希望面積は1戸

平均 25.3aで、希望面積の比率は 73.2%で

あるから、残る市街化区域内農地のおよそ4

分の1余は「宅地化」農地を選択しているこ

とになる。生産車素地希望面積の割合は豊能、

泉北地域で若干低いものの、調査結果をみる

限り各地域の都市農家はほぼ同じような行動

をとっているといえよう。また市街化区域内

表10 農地の現況ならびに生産樹也指定希望加兄・ 1戸平均<生産品馳希望申出農家>
単位:戸、 a、ケ所、%

農地面積 市街化区域 生産車表地指定
集 内農地面積 希望面積 市街化区域 生産総色希
言十 総面積 農地の分 総面積 農地の分 希望 農地の分 内農地率 望面積率
戸 散ケ所数 散ケ所数 面積 散ケpJi数
数 (A) (B) (C) (B/A) (C/D) 

豊能地域 70 53.3 3.6 33.1 2.7 21.8 1.7 62.1 65.9 
三島地域 136 44.6 3.4 35.3 2.8 26.8 2.1 79.2 76.0 
北河内地域 230 45.7 3.6 31.0 2.6 22.8 2.0 67.7 73.7 
中河内地域 189 40.8 3.0 33.8 2.5 23.1 1.8 82.8 68.3 
南河内地域 243 45.8 3.5 30.9 2.4 23.4 1.8 67.5 75.8 
泉北地域 152 50.7 4.0 33.6 2.8 22.5 1.8 66.3 67.0 
泉南地域 314 48.9 4.2 40.6 3.7 31.2 2.8 83.2 76.6 
大阪府市域 1.334 46.7 3.7 34.5 2.9 25.3 2.1 74.0 73.2 
註:1)当該質問に対し回答がなかったものは集計から除外した。
2) r生産観世地区指定希望申し出農家の実態と意向に関する調査舟告書(大阪府農業会議、1992年9月)
による。
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と生産緑地指定希望農地の分散カ所数の差を

みると、 0.8カ所であるから、都市農家はほぼ

1カ所の農地を「宅地化」農地として保持し

たいと考えていることがわかる。 r宅地化」

農地の選択は、農業生産かちすれば生産基盤

を一段と狭小化し、その利用形態によっては

自営兼業化の道を一層進むことになるといえ

よう。

それでは主に生産総也を選択した都市農家

が、なぜその一部に「宅地化」農地を選択し

たのか。その理由についての回答(複数回答)

を比率で示したものが表11である.これによ

ると、 「生産緑地は自由に処分できない」

(25.4% )、 「農業外の収入源を確保する」

(24.8%に「相続時の税金対策J (24.5%) 

がほぼ同率 (4分の 1)で高く、ついで「環

境が悪化し農地に不適」、 「将来の生活資金

を確保する」、「高齢化し全部耕作で、きない」、

「分家用や財産分け」などが1割台を占めて

いる。これにたいして「売却して農地を買替

司君翻閣制也、ポ
ω

えたいJ(1.6%)は、わずかしかない。こう

した特徴は各地域ともほぼ同様といえるが、

とりわけ「農業外の収入源を確保する」と

「相続時の税金対策Jが三島と中河内におい

て、「環境が悪化し農地に不適」が豊能と三島

で、あるいは「高齢化し全部耕作で、きない」

が中河内といった諸地域で回答比率が高くな

っている。

これらから、生産緑地希望農家が所有農地

のおよそ1枚を「宅地化」農地に選択した論

理としては以下のように要約できょう。 1つ

は、農外から農家経済を支える“安全弁"と

して「宅地化」農地を保有しておきたいとす

る点、 2つには、相続発生時の相続税支払い

や財産分けのための相続対策用として「宅地

イじJ農地を保有し、あるいは利用したいとい

う点、 3つには、担い手の高齢化、後継者難、

生産環境の悪化といった農業労働力と営農環

境の制約諸条件により「宅地化」農地にした

という点の3つが主なものといえよう。

表11 一部を「窃也化」農地とする理由<生産緑地希望申出農家〉
単位:戸、%

集 農業外 相続時 生嵐お也 環境が 局齢化 農業後 売却し 将来の 分家用 小例目
計 の収入 の税金 は自由に 悪化し し全部 継者が て農地 生活資 や財産 係を解
戸 源を確 対策 処分でき 農地に 新乍で いない を買替 金を確 分け 消する
数 保する ない 不適 きない えたい 保する

豊能地域 90 21.1 27.8 26.7 20.0 15.6 7.8 3.3 14.4 5.6 8.9 
三島地域 167 29.3 29.3 27.5 18.6 13.2 9.0 1.8 16.2 7.2 1.8 
北河内地域 275 22.9 22.5 25.5 11.6 12.0 4.0 1.1 13.5 8.7 2.2 
中河内地域 236 31.4 32.6 29.2 16.5 19.9 11.0 1.3 13.1 10.2 1.7 
南河内地域 290 19.7 18.3 21.4 11.7 9.7 6.6 0.7 16.2 7.2 1.7 
泉北地域 183 26.8 26.2 25.7 18.6 14.2 8.7 1.6 15.3 13.1 2.2 
泉南地域 349 23.8 21.5 24.6 14.0 10.6 9.2 2.6 14.6 14.3 2.3 
大阪府市域 1.590 24.8 24.5 25.4 14.9 13.0 7.9 1.6 14.7 10.1 2.4 
注:1)比率は、集計戸数に対する当該質問への面害者の割合であ事T但し複数回答)。
2)資料は表10と同じ。

つぎに、表12から「宅地化」農地のみを選

択した都市農家(以下「宅地化」農地選択農

家J)の理由についてみよう。この農家の経

営規模・内容は調査の制約により判別できな

いが、 「生産手記也指定要件がきびしすぎる」

(54.1% )が最も多く、半数を超えている。

ついで「農業では収入不安定J(28.9%)、「担

い手がなく農業を続けられないJ(25.9%)、

「周辺環境が悪化し農地として利用しにくい」

(24.0%)および「相続時の税金対策J(18.7%)

などが主な動機・理由となっている。このほ

か「子弟の分家用宅地、財産分け」、「将来の
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生活資金確保」、「小作関係を解消する」など

は 10%に満たない。「市街化区域外で農地を

取得する」の比率は、わずか 2.2%である。

さきの生産緑地希望農家の理由と比較する

と、生産緑地地区指定要件の厳しさについて

の回答比率が際だって高いことが注目されよ

う。また、地域別にはあまり大きな差はみら

れないが、泉南と南河内といった農業地域で

は農業収入の不安定さにたいして、あるいは

豊能と三島といった都市化・混住化地域では、

周辺環境の悪化と相続税対策にたいする回答

比率が高い。

ここで、 「相続税対策」に関連して一言す

れば、都市農家の農地相続はこれまでも深刻

な問題であった。このため多くの都市農家が

相続税納税猶予制度の特例を受けていたので

あるが、 「宅地化」農地を選択するとそれが

適用されないうえ、自己転用で利用転換をす

れば土地の相続税評価額の上昇で相続税は一

層重くなるのである1目〉。

ともあれ、 「宅地化」農地選択農家の論理

について要約すると、まず第1に生産緑地地

区の指定要件の厳しさを背景に、第2に農業

の収益性と営農環境の悪化、第3に担い手不

足の深刻化、第4に相続対策などが主なもの

である。これらの理由が複雑に絡み合って、

「宅地化」農地を選択したと思われる。

固定資産税や相続税の重税を覚悟のうえで

「宅地化」農地を選択したわけではあるが、

それは農地(土地)の資産保有意識が都市農

家層で強いものの、上記の理由をみる限り、

都市農家が必ずしも土地利用の転換を積極的

に志向して「宅地化」農地を選択したとはい

えそうにない。むしろ農地を「自由」に処分

できないという改正生産緑地制度の制約要件

と担い手、生産環境、収益性、相続問題など、

農業・農家サイドの個別的・内在的諸条件の

兼ね合いによって「宅地化」農地を選択せざ

るを得なかったと考えられる。現に、これま

では「長期営農継続農地制度J(1991年廃止)

の大阪府特定市における認定率 (1989年)は、

宅地並み課税対象農地の実に 88.7%に及ん

でおり、多くの都市農家は当面の営農意志を

保持していたことは事実である。もし仮に、

生産緑地の指定要件が「却年営農」のごとき

現在の生産の担い手である昭和1ケタ世代の

意志で、は責任を負いかねるような期間設定で

はなく、担い手の状況等から勘案して一定の

見通しがもてる期間であれば、生産緑地指定

を希望した農家はかなり増加したように思わ

れるのである。

表12 r智也化」農地を選択した理由く「宅1也化」農地選択農家>
単位:戸、%

担い手 周辺環境 生産緑 都精十画 市街化 子弟の
集 農業で がなく が悪化し I酎歓E相続時 により関 区域外 将来の 分家用 小作関
計 は収入 農業を 農地とし 要件が の税金 発予忠也 で農地 生活資 宅地， 係を解

戸 不安定 続けら て利用し きぴし 対策 となって を取得 金確保 財産分 消する
数 れない にくい すぎる いる する け

豊能地域 72 31.9 31.9 33.3 61.1 26.4 5.6 0.0 4.2 8.3 13.9 
三島地域 136 29.4 25.0 32.4 49.3 25.0 3.7 2.9 10.3 3.7 7.4 
北河内地域 242 19.8 26.0 24.8 53.7 14.0 4.1 2.9 6.2 7.9 4.1 
中河内地域 195 26.2 24.6 24.1 52.3 21.0 3.6 3.6 6.7 10.3 7.2 
南河内地域 150 36.0 27.3 24.0 54.0 13.3 2.7 2.0 3.3 13.3 7.3 
泉北地域 155 25.2 22.6 16.1 52.3 18.1 1.9 0.6 2.6 12.3 1.3 
泉南地域 183 39.3 27.3 19.7 59.0 19.7 2.7 1.6 8.2 12.6 3.8 
大阪府市主義 1，133 28.9 25.9 24.0 54.1 18.7 3.4 2.2 6.1 9.9 5.6 
注:1)比率は、集計戸数に対する当該質問への回答者の割合である(但し複数回答)。
2) r r宅地化』農地の利活用に関する調査」報告書(大阪府農業会議、 1992年9月)による。
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事

いが、設問項目にもとづいて、 A: r農地利

用」有り農家群、 B: r農外目的の自己活用」

有り農家群、 c:r売却」有り農家群に分け
てみると、構成比率(但し重複)ではA群が

59.2%、B群が 47.2%、C群が 14.4%とな

「宅地化」農地の利用をめぐる都市

農家の意向と諸問題

• l
 
l
 
l
 

(1) r宅地化」農地の利用をめぐる都市

農家の意向

る。

このように、約6割の農家が農業的土地利

用を志向している。非農業的土地利用の形態

としては売却は少なく自己活用が主流となっ

ているのである。前述のように、農地転用の

傾向としては、地価の高騰と土地資産保有意

識の高揚を背景に、都市農家の自己転用が増

えているが、この調査結果もこうした特徴を

強く現わしているといえよう。

ところで、全国農協中央会の調査によると、

3大都市圏特定市における市街化区域内農地

のうち「宅地並み課税を払いながら農業を続

けるという意向が 43%あるJ( Ii'日本農業新

聞(1992.5.1).11 )とされており、「宅地化」農

地を選びながら農業的土地利用を当面志向す

る都市農家は全国的傾向でもある。今回の税

制・制度改変によって「宅地化」農地は租税

の強化措置がとられたものの、実体は「宅地

イじ」農地の多くが当分農業継続される可能性

が高い。いまのところ土地利用の転換の必要

性がないとする意識のあらわれともいえよう。

ここでは、 「宅地化」農地選択農家の調査

結果を踏まえ、 「宅地化」農地の利用をめぐ

る都市農家の意向とその特徴を明らかにする

ことが課題である。

表13は、「宅地イ七」農地の利用方法をみた

ものである。 r一部は農地利用、残りは農外

に利用」が 27.3%と最も多く、ついで、r当分

は全部農地として利用」が 26.6%となってお

り、この両者で半数以上を占める。 r全部自

分で農外に活用」も 14.6%で比較的多いが、

他はそれぞれ妻女パーセント程度である.ただ、

「全部売りたい」、「一部売却一部は農外に活

用」、「全部自分で、農外に活用」といった「宅

地化」農地のすべてを他用途に利用転換した

いと志向する農家 (23.7%)は、全体の4分

のl近くあるのが注目される。これらの都市

農家は、 「区分化措置」を契機に農業生産か

ら離れようとしているわけである。

「宅地化」農地の利用方法については、農

家個々の態様によって単純に類型化はできな

「宅地化J農地の利用方法<r宅地化」選択農家>
、.-

一部売 全部自 一部は農 部は 農地利用， 当分は
集 全部売 却一部 分で農 地利用， 農地利 農外利用， 全部農 非該当
計 りたい は農外 外に活 残りは農 用，残 売却に3 地とし 未定 および 計
戸 に活用 用 外利用 り売却 分割 て利用 その他

書士
豊能地域 72 1.4 2.8 12.5 37.5 1.4 1.4 30.6 11.1 1.4 100.0 
三島地域 136 3.7 5.9 16.9 26.5 1.5 2.2 25.7 16.2 1.5 100.0 
北洞内地域 242 5.0 6.2 18.2 22.7 1.7 4.1 25.6 14.0 2.5 100.0 
中河内地域 195 4.1 5.6 13.3 28.2 2.6 4.1 25.1 14.4 2.6 100.0 
南河内地域 150 5.3 4.7 12.7 26.0 2.7 3.3 29.3 16.0 0.0 100.0 
泉北地域 155 1.9 2.6 12.9 32.9 0.0 3.9 29.0 15.5 1.3 100.0 
泉南地域 183 3.3 7.1 13.1 25.1 1.6 4.4 24.0 20.2 1.1 100.0 
ヰ医E塑主主 1，133 3.8 5.3 14.6 27.3 1.7 3.6 26.6 15.6 1.6 100.0 

A
U
 

可

t

% 単位:戸
表13

注:J}比率は、集計戸数に対する当該質問入の回答者の割合である。
2)資料は表12と同じ。



F 

量

また、租税の強化措置という手段のみで土地

利用転換を求めても簡単には期待できそうに

もない。

さて、 「宅地化」農地を農業的に利用する

A農家群が、どの程度の面積を農業的に利用

し、その利用期聞はどの程度のものか、につ

いてみたものが表14である。この表は、利用

面積を具体的に記入した農家のみを集計した

ものであるが、農地として利用するとした面

積は1戸平均で 13.8aと各地域ともに 10a

を超え、とくに泉南と南河内では 17a余りと

比較的大きい。この部分は利用面積規模から

みておおむね自給的な農業生産にあてられる

と考えられるが、これらの作付現況は主に野

菜類や水稲などである。農地の利用期間は

f 3"-' 5年J (15.2%)が最も多く、 5年以

内とすれば約2割となる。しかし、 fS年以

上Jが全体の4分の1を占め、なかでも flQ

年以上」が 13.3%ある。このようにみると、

かなり長期間にわたり農業に利用したいとす

る農家が、少なからず存在することが注目さ

れる。豊能地域では、この flQ年以上」が

26.4%にも及んでいるのである。

表15で「農外目的の自己活用」のB農家群

において自己活用の方法をみると、「駐車場」

(20.1%)が最も多く、ついで、「アパート・マ

ンションなど賃貸住宅J(13.0%)、「貸倉庫・

貸資材置場J(9.6%)となっており、 「貸庖

富市・貸事務所」も 5.5%を占める。また「自家

用、分家用住宅用地」といった家族用の宅地

利用も 6.5%みられ、 「市民農園、公園」

(2.6% )に「宅地化」農地を提供したいとい

表14 r宅地化」農地の農地としての利用面積と意向<r宅地化」農地i童話尺農家>
単位:戸、 a、%

集 農地利用する面積 農地利用する期間(比率)
計 面構己入 非該当
戸 農家戸数 合計面積

1戸(B平)/均(A) 
1~ 3~ 6~ 10年 および 計

書士 (A) (B) 2年 5年 10年 以上 その他
豊能地域 72 36 523.6 14.5 4.2 15.3 9.7 26.4 44.4 100.0 
三島地域 136 50 758.1 15.2 5.1 16.2 11.8 12.5 54.4 100.0 
北河内地域 242 83 1016.8 12.3 3.7 13.6 12.8 10.7 日.1 100.0 
中河内地域 195 85 916.7 10.8 4.1 16.4 13.8 11.8 53.8 100.0 
南河内地域 150 57 977.1 17.1 2.0 14.0 12.7 15.3 56.0 100.0 
泉北地域 155 62 737.3 11.9 3.2 11.6 12.3 13.5 回.4 100.0 
泉南地域 183 61 1079.2 17.7 3.3 19.1 9.3 12.0 56.3 100.0 
大阪府市域 1，133 434 ωω.8 13.8 3.6 15.2 12.0 13.3 55.9 100.0 
注:1)比率は、面積記入農家戸数に対する当該貢両人¥扇面番著函詞吾である。
2)資料は表12と同じ。

表15 r宅地化」農地の農業以外での自己活用方法<r宅地化」農地選択農家>
単位:戸、%

集 アパート， 貸庖舗， 貸倉庫， 自家用， 市民農 非該当
計 マンシヨ 貸事務 駐車場 貸資材 分家用 園，公 未定 および

戸 ンなど賃 所 害毒 住宅用 国 その他
数 貸住宅 1也

豊能地域 72 19.4 8.3 26.4 8.3 2.8 2.8 13.9 44.4 
三島 1也域 136 20.6 7.4 23.5 11.8 5.9 3.7 8.1 50.0 
北河内地域 242 12.4 4.1 20.2 9.1 5.4 3.3 12.4 51.7 
中河内地域 195 11.3 4.1 22.1 8.7 5.6 1.5 9.2 53.8 
南河内地域 150 9.3 6.0 18.0 8.7 10.0 0.7 13.3 54.0 
泉北地域 155 11.6 3.2 16.1 9.7 7.1 3.2 20.0 43.9 
泉南地域 183 11.5 7.7 18.0 10.9 7.7 3.3 13.7 56.3 
大阪府市域 1，133 13.0 5.5 20.1 9.6 6.5 2.6 12.8 51.4 
註:1)元率直J桑計戸数に対する当該責両示の面答者の割合である(但し複数回答)。
2)資料は表12と同じ。
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しているが、これらをみるとその余地は大き

いとはいえそうもない。

つぎに、表17で「宅地化」農地の売却・転

用の時期をみると、決めかねている農家も多

く(非該当:却.2%)、回答農家のなかで最

も多いのが f2"'-'3年」の 16.1%、3年以下

という回答は総じて約3割を占めている。ま

た、 f4"'-'5年」が 9.9%、 f6"'-'10年」が

7.6%あり、 flQ年以上J (5.4%)の長期に

わたる意向の農家も存在している。地域別に

みると、 3年以内という短期のものは北河内

と中河内地域に多く、 4"'-'10年という中期の

ものは豊能と泉南地域に多い。 flQ年以上」

はとくに南河内地域で平均値をかなり上まわ

っている。

う農家は少ない。なお、売却により「宅地化」

農地がどういう用途に利用されるかはさだか

ではないが、この調査結果をみる限り、計画

的な宅地化に結びっくような「宅地化」農地

は少ないといえそうである。

表16は「宅地化」農地の利用転換にあたっ

ての相談相手についての回答である。これに

よれば、「自分で決める」が 24.4%と最も多

く、各地域いずれも2割を超える。農地の利

用転換は農家独自の判断によるという傾向が

強いといえるが、「農協」という回答は 9.6%、

「民間デイベロッパ一、不動産業者」および

「信託銀行、金融機関」というのはそれぞれ

7.6%と 3.4%である。 この間大阪では、金

融機関や民間ディベロッパーなどが、執助に

「宅地化」農地の土地活用を都市農家に宣伝

表16

集 民間デイ
計 農協 r(ロツr'i 信託銀行， 知人 自分で 非該当
戸 一，不動 金融機関 決める および 計

数 産業者 その他

豊能地域 72 5.6 12.5 4.2 6.9 23.6 47.2 100.0 
三島地域 136 6.6 13.2 3.7 . 5.1 20.6 50.7 100.0 
北河内地域 242 9.9 6.2 5.0 5.4 24.8 48.8 100.0 
中河内地域 195 12.3 10.3 1.0 2.1 23.6 50.8 100.0 
南河内地域 150 7.3 4.7 0.7 2.7 28.7 56.0 100.0 
泉北地域 155 6.5 6.5 2.6 5.8 29.0 49.7 100.0 
泉南地域 183 14.8 3.8 6.6 3.3 20.8 50.8 100.0 
大阪府市域 1， 133 9.6 7.6 3.4 4.2 24.4 50.7 100.0 

「宅地化J農地の自己活用に際しての相談相手<r宅地化」農地選択農家>
単位:戸、%

注:1)比率は、集計戸数に対する当該質問への回答者の割合である。
2)資料は表12と同じ。

:
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表17
、.-

集
計 l年 2~ 4~ 6~ 10年 非該当
戸 以内 3年 5年 10年 以上 および 計
数 その他

豊能地域 72 11.1 12.5 12.5 13.9 6.9 43.1 100.0 
三島地域 136 14.0 21.3 8.1 8.1 2.9 45.6 100.0 
北河内地域 242 13.6 19.0 9.9 5.8 3.7 47.9 100.0 
中河内地域 195 13.3 16.9 9.2 10.3 4.1 46.2 100.。
南河内地域 150 8.7 12.7 8.0 4.7 15.3 50.7 100.0 
泉北地域 155 16.1 16.1 7.7 5.2 5.8 49.0 100.0 
泉南地域 183 12.0 11.5 14.2 8.7 1.6 51.9 100.0 
大阪府市域 1，133 12.9 16.1 9.9 7.6 5.4 48.2 100.0 

% 
「宅地化」農地の売却・転用時期<r宅地化」農地選択農家>

単位:戸

注:1)比率は、集計戸数に対する当該賀両示扇面害者の割合である。
2)資料は表12と同じ。
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本があるのではなく、わが国をめぐる経済構

造と都市・土地政策にこそ由来する。

「宅地化」農地の利用と関わって、ここで

は大阪府における住宅・宅地供給とはどのよ

うな問題状況なのか、また生産緑地を保全す

るうえでどんな問題が生じようとしているの

か、これら2つの問題に限定して言及するこ

とにする。

1)大阪府の住宅・宅地をめぐる

問題状況と「宅地化」農地

このように、 「宅地化」農地は、当分農業

継続されるところが多いと思われるが、その

一方において「宅地化」農地の利用転換につ

いては、地域での計画性は皆無といいうる現

状であることから、自由分散的に推移するの

は必至である。その結果、スプロール化の進

展は避け難く、周辺に残る生産緑地に悪影響

を及ぼすだけでなく、都市住民の生活環境と

計画的なまちづくりにとって今後新たな難問

の到来が予想されるのである。

醇
廊
藤
監
際
膨
霊
長
官
吾
首
長

1
4
、

まずは大阪府における住宅・宅地供給をめ

ぐる事情把握を、人口動態、住宅事情、住宅に

たいする住民の要求度などからみておこう。

はじめに、大阪府の人口動態からみていく。

大阪府の居住人口は 1955年に 460万人であ

ったが、経済の高度成長のもとで 1963年に

600万人、 1967年に 700万人、そして 1973年

には 800万人を超えた。しかし、その後急激

な人口増はみられなくなり 1986年からは

870万人台で推移したが、1989年からは人口減

に転じている。また、大阪市の場合には、戦

後人口のピークは 1965年の 316万人で、あっ

たが、その後早くも減少に転じ、1990年までの

25年間におよそ 60万人の減少がみられる。

いわゆるドーナツ化が顕著に進行したわけで、

「宅地化」農地をめぐる諸問題

今回の土地税制の改変は、 1985年前後から

の地価高騰を背景に、大都市地域の市街化区

域内農地にたいする課税強化によって土地・

地価問題を解決しようとしたものである。そ

してこの前提には、地価高騰は土地需給の不

均衡にあるとする考え方があると思われる。

このため土地供給不足は市街化区域内の農地

にその原因があるかのごとく議論がなされて

きた11¥ しかし今般の異常な地価高騰は「土

地白書J (平成2年版)の指摘を待つまでも

なく、主に金融緩和政策と土地投機需要など

の要因によるものであることは、すでに明白

である12)。今日わが国の土地・地価問題は、

都市農家の農地(土地)所有・利用にその基

(2) 

大阪50キロ圏の距離ベルト別人口の増減

増 加 数(人) 増 力日 率(%)
E轍ベルト 1970年 1990年 比率

(A() 人)
(B) (B/A) 1970 1975 1980 1985 970 975 980 985 
(人) (%) -75年 -80年 -85年 -90年 1-75年 f---80年 片85年 f---90年

手念 書k 13，647，923 16，210，546 118.8 1，231，608 542，849 4飽，660 319，506 9.0 3.6 3.0 2.0 
0-10km 4，728，361 4，350，576 92.0 ム158，836 ム1飽，431 ム19，722 ム30，796 ム3.4 ム3.7 ム0.4 ム0.7
1O-20km 3，074，232 4，179，427 136.0 620，770 282，458 151，003 50，964 20.2 7.6 3.8 1.2 
20-30km 1，974，関2 2，飽1，1臼 145.9 406，飽3 202，962 161，645 135，287 20.6 8.5 6.3 4.9 
3O-40km 1，762，633 2，356，228 133.7 222，638 158，621 119，白3 91，683 12.7 8.0 5.6 4.0 
ω-50km 2，108，115 2，443，156 115.9 139，35;3 67 ，239 56，ωl 72，368 6.6 3.0 2.4 3.1 

(dは減)
表18

注:1)百万扇面白中心は大阪市在所。各年loHf亘現在。
2) r統計からみた大阪のすがた(平成2年度)J (大阪府充計協会)より作成。

。。
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「大都市の衰退問題」とも関わって論議をよ

んでいる13¥

この人口動態をもう少し詳しくみよう。表

18は、大阪の都心から 50キロ圏の距離ベル

ト別居住人口の増減である。大阪府の居住人

口は、総数では 1970年から 90年にかけて約

20%増えているが、増加幅は徐々に減じてき

ている。このなかで都心 10キロ圏内をみる

と居住人口の減少速度は鈍化しているものの

減少基調で推移している。続いて10，.._ 20キ

ロ圏では、 1975年以降増加速度が急速に低下

し、居住人口の停滞局面を迎えつつある。さ

らにその周辺部でも、一時期の人口急増ぷり

から落ち着きをみせてきている。

つぎに、大阪府における住宅事情をみよう。

表19は、大阪府における総世帯数、総住宅数、

空家数の推移をみたものである。 1963年の総

表19 総世帯数、総住宅数、空家数の推移(大阪府)

理

世帯数と総住宅数の大きな格差は、明らかに

住宅不足の状況で、あった。 19閏年になるとそ

れが逆転し調査ごとにその差が広がり、 1988

年は総住宅数が総世帯数に比べ 40万戸余り

上まわったのである。こうしたことから、空

家が急速に増えていることが注目される。空

家撃は 1988年に大阪府では 11.0%となった

が、これは全国平均 9.4%、東京都 8.5%に

比べ異常に高く、戸数にして約 36万戸が空家

である。確かに、現在でも最低居住水準未満

(4人世帯、 3DK、50rrf未満)の住宅困窮

世帯は461，200世帯(世帯率:16.2%)あり、

住宅問題はいまだ解消されていないが、こう

した空家率の高さは老朽化した木賃住宅等質

の悪い住宅の存在と地価水準を反映した賃貸

住宅価格の高さ、住環境の悪さなどが原因と

考えられる。

摺 加 率(%)
年 次 総世帯数 総住宅数 居住世帯の 空家率

ない住宅 総佐帯数 総住宅数 居住世帯の 空家
(世帯) (戸) 空家 ない住宅 (%) 

1963年 1，441，000 1，402，000 56，100 40，900 2.9 
1968年 1，917，ωo 1，973，090 143，600 103，700 33.0 40.7 156.0 153.5 5.3 
1972年 2，3閃，100 2，537，700 239，900 165，900 23.6 28.6 67.1 60.0 6.5 
1978年 2，557，500 2，848，800 340，800 279，100 8.0 12.3 42.1 関.2 9.8 
1983年 2，679，800 3，053，700 403，600 327，600 4.8 7.2 18.4 17.1 10.7 
1988年 2，875，100 3，301，600 451，000 364，200 7.3 8.1←ー 11.7 11.1 11.0 
注: r統計からみた大阪のすがた(平成2存度版).! (大腕雨麗十協会)~ぢ存成。原資料は「住宅読語調査」
(総務庁統計局)による。

さらに、府民の住宅・住環境にたいする意

識状況(r統計からみた大阪のすがた(平成

2年度版)J )についてみていくことにする。

これによると、住宅に対する不満は全国と比

べて高く、「収納スペース」・「いたみ具合」・

「台所の設備・広さ」・「遮音性や断熱'性」に

たいする不満度が高いこと、また住環境につ

いては「緑・景観」・「公害」・「風紀の良

さ」・「まわりの建て込み状況」などにとく

に不満度が高いことが指摘されている]4)。

かつて大都市への急識な人口集中によって

住宅・宅地不足が深刻な問題を引き起こした

が、 「線引き」以後高度経済成長の終意を経

て 20年、今日の大阪における住宅・宅地問題

をめぐる状況はかなり変様している。また、

道路 (1990年3月末日現在、整備率:52%)、

公園(同:56%)、緑地(同:45%)や下水

道、ゴミ消却・処理場などといった社会資本

aaτ マa



主

整備も遅れているのである。

上の諸点を大阪府の住宅用地需要にてらす

ならば、住宅を必要とする人口動態はかつて

の高度経済成長期とは大きく様変わりしてい

る。大阪府においては住宅・宅地をめぐる問

題状況は、量のうえでは充足され、質の問題が

今日間われていることの理解が重要で、ある。

そのなかで今日の住宅問題の質とは、狭い居

住空間等の問題に加えて「公園・日照・みど

り・オープンスペース」等といった居住環境

問題が重要な内容を構成しているのが注目さ

れるのである。

ところで、居住人口が減少基調にある大阪

都心 10キロ圏内には、大阪市をはじめ5市が、

さらに停滞基調の 10'" 20キロ圏には 16市

が含まれている。 これら 21市の市街化区域

内農地面積は、大阪府下のおよそ6割を占め

ているのである。これらを合わせ考えるなら

ば、この大阪府下の6割を占める市街化区域

内農地面積のうち、かかる土地政策・土地税

制によって生み出された「宅地化」農地部分

を都市の土地市場に排出したとしても、農地

の利用転換の動向や「宅地化」農地の利用意

向からみて、住民が要求する住宅や住環境の

整備に「宅地化」農地が充分活かされるのか

は、はなはだ疑問といわざるをえないのであ

る。むしろ「区分化措置」は生産緑地からと

り残された「宅地化」農地の利用をめぐって

土地利用の混乱を増幅させたのではないだろ

うか。

「宅地化」農地を計画的に宅地化する場合

に、都市計画においていくつかのメニューが

提示されている。土地区画整理事業をはじめ

特定土地区画整理事業(土地面積2h叫L上)、

農住組合(1ha以上)、住宅街区整備事業(1

h成L上)、緊急住宅宅地関連特定施設整備事業

(5h叫メ上)、大都市農地活用住宅供給整備

促進事業(1ha以上)等の基盤整備を中心と

したものから、賃貸住宅建設の利子補給制度、

賃貸住宅の一括借上げ制度など、一定の要件

を満たせば、固定資産税の軽減措置や相続税

納税猶予制度の適用継続が受けられるという

ものである。こうしたものが「宅地化」農地

を選択した都市農家にどこまで利用されるの

かはいまのところ分からないが、 「区分化措

置Jの以前に都市農家聞の土地利用調整を十

分に行なってこそ「計画性」が発揮されるも

のと思われるのである。

2)生産語表地の保全と「宅地化」農地

をめぐる問題

生産緑地を保全するうえで、 「宅地化」農

地利用と関連して、どのような事態が引き起

こされようとしているのだろうか。

生産緑地地区の申請手続きは短期間で・あっ

たため、農家は地域的あるいは集団的討議を

経ることなく、各農家の個別判断に委ねられ

た。それゆえ、土地の利用をめぐり隣地聞や

地域での調整が行なわれないまま推移してい

る。我々はいくつかの地域の状況をみる機会

に恵まれたが、そこには生産緑地と「宅地化」

農地とがおよそモザイク状に混在し、あるい

は生産緑地が「宅地化」農地に固まれ孤立化

した状態が生まれている。

事実、表20によれば、「宅地化」農地選択

農家をめぐる農地の周辺環境は、すでに「混

住化しているJ(58.9%)状況であるが、 「周

辺は農地が多い」地域も 24.2%ある。「周辺

は農地が多い」は、泉南、南河内地域に多く

3割前後を占めており、 「ほとんど都市化し

ている」は、中河内地域に多い。また、都市

化・混住化地域にある農地は、 「一般住宅の

中」が半数以上を占めている。こうした地域
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産緑地法第2条)と明記されたが、そのため

の生産緑地農地の基盤整備や生産環境整備が

「宅地化」農地との混在により困難になると

ころが数多く出現すると予想される。

大阪府農業会議「生産緑地地区指定希望申

し出農家の実態と意向に関する調査」報告書

(1992年9月)によると、生産緑地希望農家

は、用水汚濁・用排水確保困難、日照・通風・

光障害、堆肥施用・農薬散布の困難、農地の

袋地化などを懸念している。 周辺の「宅地

イじ」農地が農業利用されている聞は問題は顕

在化しないが、その保障はなく、土地利用の

転換にともなって「生産緑地」農家の営農条

件が一層悪化する恐れが高いのである。この

ように生産緑地による農業的土地利用と「宅

地化」農地の利用をめぐって鋭い対立関係と

矛盾が生じようとしており、その対策が都市

計画サイドおよび、農業サイド双方に強く求め

られているといえよう。

に駐車場、賃貸住宅、貸倉庫、貸庖舗・貸事務

所などが農地の利用転換で出現してくると、

都市化・混住化地域は一層過密化し、集団農

地はスプロール化することになる。

1991年大阪府調べによれば、大阪府下の市

街化区域内における集団農地(2 ha!-j，上)は、

豊能地域:10カ所、三島地域:15カ所、北河

内地域:36カ所、中河内地域:56カ所、南河

内地域:55カ所、泉北地域:31カ所、泉南地

域:97カ所。合計で 300カ所、農地面積にし

て 1，366haであり、これらは市街化区域内農

地の 20%を占めている。ここで例えば、 2ha

の集団農地のうちの6割にあたる「宅地化」

農地が存在したとすれば、事態は深刻である。

「転用不自由」な生産緑地と「転用自由」な

「宅地化」農地の併存により、生産奇お也で農

業継続する都市農家は絶えず不安にさらされ

ることになる。さらに今回の改正で「生産緑

地の適正保全が国や地方自治体の責務 J(生

% 

注:1)比率は、集計戸数に対する当該質問への回答者の割合である。 r都市化・混住化地域の雇画の環境」とは
r?E¥{主化している」、 「ほとんど都市化している」の回答者である。
2)資料は表12と同じ。

農地の周辺環境<r宅地化」農地選択農家>
、.-

集 周辺は i昆イ主化 ほとん 都市化・混住化地域にある農地の環境
計 農地が してい ど都市 無回答 両層住 一般住 工場地 商業地 大きな
戸 多い る 化して 計 宅の中 宅の中 域の中 域の中 道路に

要文 いる 接する
豊能地域 72 19.4 68.1 12.5 0.0 100.0 2.8 65.3 1.4 0.0 9.7 
三島地域 136 22.8 58.8 16.9 1.5 100.0 5.9 52.9 7.4 1.5 11.8 
北河内地域 242 25.2 57.9 16.9 0.0 100.。1.2 59.9 2.1 1.7 12.0 
中河内地域 195 14.4 61.5 22.1 2.1 100.0 2.1 53.8 10.3 5.6 11.3 
南河内地域 150 28.0 50.7 17.3 4.0 100.0 2.0 50.7 4.7 1.3 11.3 
泉北地域 155 25.8 61.9 11.0 1.3 100.0 0.6 58.7 1.9 0.6 11.0 
泉南地域 183 31. 7 57.9 8.2 2.2 100.0 1.6 50.8 2.7 2.2 13.1 
大阪府市域 1，133 24.2 58.9 15.4 1.6 100.0 2.1 55.5 4.5 2.1 11. 7 

単位:戸
表20
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地に利用してもよいJ (14.2%)と考えてい

る都市農家も存在しており、こうした点は注

目してよい(表 21)。また、「住民の要望が

あれば景観作物を栽培しでもよい」とする都

市農家も 6.7%ではあるが存在する。地域別

にあまり差異はないが、 「公園用地」には三

なお、 「宅地化」農地選択農家は、都市環

境・生活環境の保全について「特に関心をも

っていない」農家が多いが、 「公共による計

画的住宅供給に協力しでもよいJ(23.4%)、

「条件があえば市民農園を考えてもよいJ

(15.6% )、 「環境保全に役立つなら公園用
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島、 「市民農園」は泉北と豊能、 「景観作物

栽培」は豊能地域の比率がそれぞれ高くなっ

ている。都市公園や児童公園、緑地などを強

く望む住民の要求からすれば、 「宅地化」農

地の利用をめぐ、って住民と「宅地イじ」農地選

択農家の意識のズレはあるものの、良好な都

市環境の保全と計画的な「まちづくり」を地

域レベルで進めるための具体的方策・施策の

検討が重要な課題となっていると考えられる

のである15)。

表21 都市環境・生活環境の保全についてく「宅地化」農地選択農家>
単位:戸、%

環境保全に 公共による 住民の要望 条件があえ 特に関J心
集 役立つなら 計画的住宅 があれば景 ば市民農園 をもって 非該当
計 公園用地に 持合に協力 観作物を栽 を考えても いない および
戸 利用しても しでもよい t音しでもよ よい その他
数 よし、 し、

豊能地域 72 13.9 22.2 9.7 20.8 33.3 22.2 
三島地域 136 21.3 22.8 8.8 14.7 33.8 23.5 
北河内地域 242 16.1 22.3 5.8 11.2 38.8 28.1 
中河内地域 195 9.7 23.1 3.1 15.4 29.7 32.3 
南河内地域 150 14.0 22.0 7.3 14.0 41.3 22.0 
泉北地域 155 14.2 23.2 7.1 23.2 39.4 15.5 
泉南地域 183 11.5 27.3 8.2 15.3 42.1 16.4 
大阪府市域 1，133 14.2 23.4 6.7 15.6 37.2 23.5 
註:1)比率7主集計戸数に対する当該質問への回答者の割合である(但し複数回答)。
2)資料は表12と同じ。

おわりに

大都市圏の市街化区域内農地をめぐる問題

は、 「終止符が打たれた」との見方もある。

しかし、これまでみてきたように土地の利用

をめぐって事態は一層複雑化している。とい

うのは「区分化措置」により都市の土地市場

に大量に排出された「宅地化」農地が、 「計

画的な住宅・宅地供給」とは裏腹に、多くは

当分の間引続き農業的土地利用が継続される

こと、またその利用転換も自己転用に加えて

農地の切り売りによるミニ開発によって新た

なスプロールを招き、大都市地域の居住・生

活環境に悪影響を及ぼしかねない。税制等の

強力的手段のみで、今日求められている土地・

住宅問題は解決しないのである。

「宅地化」農地を単に住宅・宅地の供給源

としてみるのではなく、都市環境、住環境の

保全のための合理的な土地利用のあり方を地

域住民の合意も得ながら、具体的に検討する

必要があろう。これには農地(土地)を所有

する都市農家の参加がどうしても不可欠であ

る。

農業的土地利用からみて、生産緑地と「宅

地化」農地の混在は、本来好ましいものでは

ない。生産車ま地と「宅地化」農地をめぐ、って、

いずれ土地利用の混乱が生じかねず、生産緑

地の保全に支障を来す恐れは十分にある。生

産緑地の保全という課題は、「宅地化」農地も

含めて考える必要に迫られることになろう。

最後に、建設省は当初 1992年で「保全」

農地と「宅地化」農地の「区分化措置」は終

了し、以降生産喜和也地区の指定は行なわない

という方針で、あった。その根拠となる法的記

載はないが、 1993年1月になって一定の制約

はあるものの生産総也地区の追加指定に道を

開いた16) 。それゆえ指定された生産緑地の

保全のためにも、 「宅地化」農地で営農意志

がある農地は、 1993年以降も積極的に生産緑

地地区指定を行なうことが重要と考える。
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注 1)この調査は、 「生産緑地保全手法検討

調査」の一環として大阪府の委託により

大阪府農業会議が1992年4月に期首した

ものである。 r生産総也地区指定希望申

し出農家の実態と意向に関する調査(調

査1) J (大阪府特定市・ 33市、調査戸

数:1，590戸)、 rrr宅地化』農地の利活
用に関する調査(調査11)J (大阪府特

定市 .33市、調査戸数:1， 133戸)および

「生産量ま地周辺住民の農地・農業に関す

るアンケート調査(調査皿)J (大阪府

特定市・ 8市、調査世帯数:1，536世帯)

の3つの調査が行なわれ、その結果は

1992年9月報告書としてとりまとめられ

ている。本稿では、 「調査IIJを中心に

引用し、必要な限り「調査1J、 「調査

IIIJも利用した。

注 2) Ii'大阪府農業史.0 (大阪府農業会議編

集・発行 1984年)558頁。その後の線引

き見直し等で 1991年現在大阪府の都市

計画区域は 173，449ha、このうち市街化

区域は 90，143haである。

注 3)全国的にも必要面積の3倍以上の過大

な農地が市街化区域内に囲い込まれたの

である。この点に関しては、原田純孝「

市街化区域における宅地と農地一都市縁

辺部における宅地開発と農地保全の法制

度の理論的検討作業をかねて一(下)J 

( r農政調査時報.0376号 1988年)参照。

注 4)石井啓雄「農地面積の動向と農地の転

用問題J( Ii'国土利用と農地問題(食糧・

農業問題全集 ll-A).1農山漁村文化協

会 1991年)30頁。

注 5) Ii'田畑売買価格等に関する調査結果』

(全国農業会議所、各年次)による.なお、

大阪府平均の市街化調整区域内の農地転

用価格(田、住宅用地)は、 3.3nf当たり
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1970年4万4千円で、あったが、 1980年代

に10万円台となり 1986年に 20万円台と

なって以後、市街化区域内と同様急上昇

し、 1989年以降 40万円前後で推移して

いる。

注 6)市街化区域内農地転用の全国的傾向と

特徴については、石井啓雄前掲「農地面

積の動向と農地の転用問題J (56 "-59 

頁)参照。

注 7) r農(林)業センサス」によれば、自

営兼業農家とは自家農業以外の自営業に

よって年間の販売金額の一定額を超える

農家をいうが、その金額は 1970年は3

万円以上、 1975年は5万円以上、 1980年

は7万円以上、 1985年、 1990年は 10万

円以上である。

注 8)注1の「調査1Jの報告書によれば、

調査農家(1590戸)の 41.2%が「自営業」

を兼営している。また調査農家のうち

「貸家・アパート等経営」が 23.0%、

「駐車場経営」が 20.3%、「貸倉庫等」

が 11.5%、 「商工業・サービス業」が

5.2%、「貸底舗・貸事務所等Jが 5.1%

である。

注 9) Ii'都市農業確立対策ハンドブックーP

ARTlー.0 (大阪府農業会議・大阪府

農協中央会編 1990年)132頁。原資料は

「全日農大阪府連合会試算」による。課

税額が最も高いのは大阪市で 10a当た

り684，900円、ついで池田市 384，600円、

守口市 361，300円などである。

注10)1989年3月末日現在で大阪府特定市の

農地等相続税納税猶予制度の適用件数は

8，635件、農地面積は 2，071haで、このうち

市街化区域内は 1，070haであった。前掲

『都市農業確立対策ハンドブックーPA

RTlーJI133"-134頁。

司
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注目)たとえば、「経済審議会・経清構造調整

特別部会報告(新・前11[1)ポート)J(1987 

年5月)、 「地価等土地対策について」

(臨時行政改革推進審議会答申、 1988年

6月)、 「総合土地対策要綱J (政府・

閣議決定、 1988年6月)など。

注12) r土地白書(平成2年版)J (国土庁

編)によると、 1983"-'1987年頃の地価上

昇の要因(東京圏)を、①事務所ピル需

要の急激な増大、②業務地化に伴う住宅

地買替え需要の増大、③需要増大を見込

んだ投機的取引等が金融緩和状況を背景

にして複合的に影響して生じた、として

いる (76頁)。

注目)宮本憲一「都市経済・財政と土地政策一

宅地並み課税問題をめぐって一J(Ii'宅地

なみ課税をめぐる諸説』全国農業協同組

合中央会 1981年)。

注14)この意識調査は、「昭和 63年住宅需要

実態調査J (大阪府集計結果)によるも

のである。

注目)注1の「調査IIIJの報告書によると、

「宅地化」農地の利用方法にたいする周辺

住民の意向は、「都市公園・緑地J(70.8%、

複数回答)、 「児童公園J (41.6%)、

「良好な戸建て住宅J (27.5%)、 「公

共施設道路用地J (21.0%)、「ガレー

ジJ (15.6%)などであった。

注目) r日本農業新聞(l993.1.28)J。なお、

大阪府都市計画地方審議会は 1992年 11

月19日に生産総白地区の承認を審議した

が、 「平成5年度以降も生産手記也地区の

指定を行なうこと」といった付帯意見を

決議している (r大阪農業時報(1992.12.

10)J )。

なお引用はしなかったが、参考とした文

献(論文)を下記に掲げておく。

@石田頼房『都市農業と土地利用計画』

(日本経済評論社 1990年)

@宇佐美繁・石井啓雄・河相一成『工業

化社会の農地問題(食糧・農業問題全

集11-B).n(農山漁村文化協会 1989年)

@松木洋一『都市農家と土地経営(日本

農業あすへのあゆみ153).n(財団法人・

農政調査委員会 1985年)

@田代洋一「これからの都市農業をどう

考えるJ( Ii'農業と経済』第 58巻第8

号 1992年7月)
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